
2010年5月13B

認定審査結果報告書

一般社団法人日本技術者教育認定機構

(1)審査プログラム

教育機関名： 宮崎大学農学部

認定プログラム名：応用生物科学科

認定分野：農学一般関連分野

〆、

(2)審査結果

判定結果：認定を可とする。

審査結果の内容：別添の「審査結果」に記載。

認定期間:2009年4月1日～2015年3月31日の6年間

(3)次回認定継続審査の内容・手続き

・審査の方法： 「通常審査」

自己点検書の審査と実地審査による「通常審査」を実施

･審査項目：認定基準に基づく全ての点検項目 r

JABEEは国際的な動きも含めた技術者教育の進展や、教育プログラム側からのご意

見を参考に、審査の質向上に継続して取り組んでおります。また、教育プログラム

には、 「認定・審査の手順と方法2. 1認定の目的」に掲げる“優れた教育方法の導

入を促進し、技術者教育を継続的に発展させる”との趣旨に則り、教育点検および

改善に継続して取り組まれますようお願いしております。吹回の認定継続審査にお

いては､今回の審査で｢A」と判定された項目を含め全ての基準項目につきまして、

これらの観点をふまえて審査を行いますので、ご理解のほどお願いいたします。

/一、

･次回認定継続審査については、審査を受ける年度に有効な認定基準、認定基準の解

説、認定・審査の手順と方法、 自己点検書作成の手引き等に従ってお取り進めくだ

さい。



(4)認定プログラム修了生の管理について

別添の「JABEE認定プログラム修了生の名簿管理と修了証明書類の発行について」

に従って、厳正な管理をお願いします。

(5)依頼事項

･認定期間中に、学部・学科・プログラム名の変更や、認定基準に関係する事項の変

更が発生した時は、変更通知提出のガイドラインおよび提出様式に従って、速やか

にJABEE事務局にお届けください。

岸、
別添の「審査結果」は、 JABEEの各審査過程を経た最終報告ですので、貴方で必要

があれば内容の公表は可能ですが､先に実地審査後にお渡しした一次審査報告書記

載の判定内容については審査の中間段階のものであり、今後も公表しないようにお

願いします。

･審査を担当した審査チームの個人名、およびJABEEから提供した審査チーム構成メ

ンバーの個人情報については、今後も秘密厳守願います。

･JABEE対応責任者およびプログラム責任者の変更が生じた際は、速やかにJABEE¥

務局(E-mail accreditation@jabee.org)までご連絡ください。

以上
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審査結果

･高等教育機関名： 宮崎大学農学部

｡認定プログラム名： 応用生物科学科

･認定分野: 農学一般関連分野

一般社団法人日本技術者教育認定機構

2010年5月13日
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自立した技術者の育成を目的として，下記の
(a)-(h)の各内容を具体化したプログラム独

自の学習・教育目標が設定され，広く学内外

に公開されていること。 また，それが当該
プログラムに関わる教員および学生に周知さ

れていること。

A1(1)

学習・教育目標は，プログラムの伝統，資源
および卒業生の活躍分野等を考慮し， また，
社会の要求や学生の要望にも配慮したもので

あること。

A1(2)
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プログラムは4年間に相当する学習．教育で
構成され， 124単位以上を取得し,学士の学

位を得た者を修了生としていること○
2(1) A

プログラムは学習保証時間（教員等の指導の
もとに行った学習時間）の総計が1,800時間
以上を有していること。 さらに，その中に
は，人文科学，社会科学等（語学教育を含
む）の学習250時間以上，数学， 自然科学，

情報技術の学習250時間以上，および専門分
野の学習900時間以上を含んでいること。

A2(2)
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プログラムの学習・教育目標を達成するため
に必要な溌質を持った学生を入学させるため
の具体的な方法が定められ，学内外に開示さ
れていること。また，それに従って選抜が行

われていること。

3. 1(1) A

学生のプログラムへの登録を共通教育等の後
に決める場合には，入学時からの学習・教育

が審査の対象となることを考慮して，プログ
ラム履修者を決める具体的方法が定められ，
当該プログラムに関わる教員および学生に開
示されていること。また，それに従って履修
者の決定が行われていること。

3. 1(2) ■■■■
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学生をプログラム履修者として編入させる場
合には，その具体的な方法が定められ，学内

外に開示されていること。また，それに従っ

て編入が行われていること。

3. 1(3) A
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学生にプログラムの学習・教育目標を達成さ

せるようにカリキュラムが設計され， 当該プ
ログラムに関わる教員および学生に開示され
ていること。カリキュラムでは，各科目とプ

ログラムの学習・教育目標との対応関係が明
確に示されていること。

A3.2(1)

共通教育（大学教育基礎科目、教義科目） 、学部共通教育（学科教員以外担当の科目）のシラバスにカリキュラムの中での
位置づけを記戦することが望まれる。

カリキュラムの設計に基づいて科目の授業計

画書（シラバス）が作成され， 当該プログラ
ムに関わる教員および学生に開示されている
こと。また，それに従って教育が実施されて
いること。シラバスでは，それぞれの科目ご
とに， カリキュラム中での位置付けが明らか
にされ， その教育の内容・方法，達成目標お
よび成績の評価方法・評価基準が示されてい

ること。

C3.2(2)

共通科目 （1－2年孜）の単位未了学生の指導を徹底されることが望まれる。授業等での学生の理解を助け，勉学意欲を増
進し，学生の要望にも対応できるシステムが
あり，その仕組みが当該プログラムに関わる

教員および学生に開示されていること。ま
た，それに関する活動が実施されているこ

と。

3.2(3) C

学生自身にも，プログラムの学習・教育目標
に対する自分自身の達成度を継続的に点検さ
せ，その学習に反映させていること。

3,2(4) A
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教員の多様化を図るよう民間企業の経験者を採用ず畜雇ど努力されているが、教員が技術士資格を取得するなど、新規採用
以外の多様化の対応も望まれる。

プログラムの学習・教育目標を達成するため
に設計されたカリキュラムを，適切な教育方
法によって展開し，教育成果をあげる能力を
もった十分な数の教員と教育支援体制が存在
していること。

3,3(1) C

教員の質的向上を図る仕組み（ファカル

テイ・ディベロップメント）があり， 当骸プ
ログラムに関わる教員に開示されているこ
と。また，それに関する活動が実施されてい

ること。

3.3(2) A
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教員の教育に関する貢献の評価方法が定めら
れ， 当該プログラムに関わる教員に開示され
ていること。また，それに従って評価が実施
されていること。

3.3(3) A

カリキュラムに設定された科目間の連携を密
にし，教育効果を上げ，改善するための教員
間連絡ネットワーク組織があり，それに関す
る活動が実施されていること。

3.3(4) A
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鰯施設識設糒

プログラムの学習・教育目標を達成するに必
要な教室，実験室演習室，図書室，情報関
連設備， 自習・休憩施設および食堂等が整備
されていること。

4.1(1) A

4.2 1聴醗財源 繍灘鍵蕊
プログラムの学習・教育目標を達成するに必
要な施設，設備を整備し，維持・運用するの
に必要な財源確保への取り組みが行われてい
ること。

4,2(1) A

4．3 1職鍛裳生識の安援繊制 蕊驚瀧露瀧
教育環境に関して,学生の勉学意欲を増進
し，学生の要望にも配慮するシステムがあ
り，その仕組みが当該プログラムに関わる教
員，職員および学生に開示されていること。
また，それに関する活動が実施されているこ
と。

4.3(1) A

~5 基準お薄黛習蕊教毒泪標顕漣筬 鳥灘瀧識溌
職

シラバスに定められた評価方法と評価基準に
従って，科目ごとの目標に対する達成度が評
価されていること。

5(1) A

学生が他の高等教育機関等で取得した単位に
関して，その評価方法が定められ，それに
従って単位互換が実施されていること。編入
生等が編入前に取得した単位に関しても，そ
の評価方法が定められ，それに従って単位互
換が実施されていること。

5(2) A
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蕊議 蕊灘蕊溌熱蕊
卒業研究に関しては同一学生に対する教員間の評価が収散しているが、入門セミナーⅡについては教員間の評価の幅が大き
い。学生への評価基準の説明をされているが、総合的な評価が一定の水準に収敞されることが望ましい。また技術者倫理に
ついては、 目標と評価基準をより明確にするよう改善することが望まれる。

プログラムの各学習・教育目標に対する達成

度を総合的に評価する方法と評価基準が定め

られ，それに従って評価が行われているこ

と。

C5(3)

四 ’
総合評価システムにおいて、 GPA制度を導入して科目の履修と教育目標の達成状況が把握できるようになった。この結果を
踏まえてポートフォリオを作成され、学生にも分かり易いシステムが構築されている。修了生全員がプログラムのすべての学習・教

育目標を達成していること。
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学習・教育目標の達成度の評価結果等に基づ

き，基準1－5に則してプログラムを点検す
る教育点検システムがあり，その仕組みが当
該プログラムに関わる教員に開示されている

こと。また，それに関する活動が実施されて
いること。

A6. 1(1)

教育点検システムは，社会の要求や学生の要
望にも配慮する仕組みを含み， また，システ
ム自体の機能も点検できるように構成されて
いること。

A6. 1(2)

教育点検システムを構成する会議や委員会等
の記録を当該プログラムに関わる教員が閲覧
できること。
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教育点検の結果に基づき，基準1－6に則し
てプログラムを継続的に改善するシステムが

あり，それに関する活動が実施されているこ
と。

A6.2(1)
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教員の多様化を図るよう民間企業の経験者を採用するなど努力されているが、教員が技術士資格を取得するなど、新規採用
以外の多様化の対応も望まれる。 ‘C補2 2．教員
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改善計画書

基準3．2 （2）

共通教育（大学教育基礎科目、教養科目）、学部共通教育（学科教員以外の担当

の科目）において、シラバスにカリキュラムの中での位置づけを記載すること

が望まれる。

現時点で、共通教育と学部共通教育のシラバスに、本学科の教育目標を記載す

るのは困難であるが、今後、JAREE認定を受けている工学部と協力して、シラ

バスヘの記載を要望する予定である。

しかし、学生へのこれらの科目のカリキュラムの中での位置づけを周知徹底さ

せる必要があるので、応用生物科学科のホームベージで、カリキュラムと科目

の位置づけのページを設けて、教育目標に、それを達成するための科目を記載

し、そこからシラバスに入ることが出来るように改善を行った。

/一､

基準3．2 （3）

教育効果改善連絡会議で、ボーダーラインにある学生の学習状況につき議論さ

れ、GPAの低い学生について担任が指導を行われた報告がある。 3年次生行こ

うについては、ポートフォリオによる指導で改善されたことを確認した。 しか

し、共通科目 （1－2年次）の単位未了学生の指導を徹底することが望まれる。

/一、

ポートフォリオを学生が自由にダウンロード出来るように、ホームページに貼

り付けた。このポートフオリオを用いて、 3年生だけでなく1－2年生にも履修

指導を行うようにした。さらに、学期終了時の学科会議で、 1－3年生の共通科

目の単位履修状況について、担任から報告するようにして、学科全体で、共通

科目の単位未了学生の指導を徹底することとした。

基準5 （3）

卒業論文に関しては同一学生に対する教員間の評価が収散しているが、入門セ

ミナー11については、教員問の評価の幅が大きい。学生への評価基準を説明



されているが、一定の水準に収数されることが望ましい。また技術者倫理につ

いては、 目標と評価基準をより明確にすることが望まれる。

現在、入門セミナー11の教員の評価について分析中です。特に、全体的に評

価の高い教員や低い教員について、評価の観点についてのコンセンサスを得る

ように議論を行っています。技術者倫理については、今年度から担当者が変更

になりました。新しい講義担当者とこの技術者倫理の科目についての到達目標

と評価基準について、より明確になるように議論していく予定です。

基準3．3 （1） と補則2教員

十分な教員の体制である。教員の多様化を図るように民間企業の経験者を採用

するなど努力がされているが、技術士資格を取得するなど、新規採用以外の多

様化の対応も望まれる。

角

毎年、技術士の資格を有し、なおかつ技術者倫理教育を行える人材を採用でき

るように大学に要望書を出し続けているが、現在、国立大学を取り巻く状況は

厳しく、新たな教員を採用するのは困難な状況にある。 しかしながら、本プロ

グラムを充実させるには、技術士資格を所有した教員が在籍することが必要で

ある。従って、本学科の教員が技術士資格を取得することができるように、現

在検討中である。

角
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プログラム概要（プログラムの概要を簡潔に記載する）	
 

	
 

	
 宮崎大学農学部の歴史は、前身である大正１3年 9月の宮崎高等農林学校の設置

に始まる。昭和 24 年 5 月「国立大学設置法」の公布により、高等農林学校が農学

部として、また工学部と教育学部が新たに組み込まれ、3学部からなる宮崎大学へ

と発展した。その後、農学部は農業を取り巻く環境や社会ニーズの変化に対応す

べく平成元年度と平成12年度に改組を行った。平成元年度の改組において、今回、

日本技術者認定機構（JABEE）プログラムの審査を受ける応用生物科学科の前身で

ある生物資源利用学科は、他学科からの教員の移籍等を通じて農学部改組の中核

的な存在として発展・充実してきた。平成 6 年度には教養教育の見直しに伴い、

高等学校における理科教育の履修状況を勘案し、学科の専門基礎科目として基礎

生物学と基礎化学を新たに設けるなどの教育改革を行った。さらに、平成 9 年度

には、生物資源利用学科が求める学生を選抜するため、入試方法の改善を行った。

ここでは、一般入試におけるセンター試験の科目数（5教科 5科目）と個別学力試

験での理科（生物と化学）を課すなどの改善を行うと同時に、学科の教育・研究

に興味を持つ学生を選抜する目的で、センター試験を課さない学科独自の推薦入

試を導入した。	
 

	
 平成 12 年度の農学部再改組において、教員の移籍を通じて充実をはかり、生物

資源利用学科は応用生物科学科へと発展した。本学科は農学部のキーワードであ

る「生命・食料・環境」の問題を解決すべく、その中核的学科として位置付けら

れるような改革を行ってきた。このような中で、様々な社会状況に対応して入試

制度や教育の改善を行ってきた。	
 

	
 他方、高校生の大学進学率は近年増加の一途をたどり、高校生の 50％が大学へ

進学する時代となってきた。これに伴い、従来行われてきた個々の教員の教育改

善では適切に教育ができない事態が生じてきた。すなわち、高校の理科の履修状

況を勘案して、専門基礎科目を低学年に加えるだけではなく、学科全体として、

教育効果改善のためのシステムを構築する必要が高まってきた。	
 

	
 本学科では、このような認識から、平成 12 年度の農学部改組を教育改革のチャ
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ンスとしてとらえ、まず、平成 11 年度に学科の教育目標とこれに合わせたカリキ

ュラムを設定し、専門基礎科目から専門科目へ深化させていくように体系化した。

ついで、平成 13 年度から各授業科目の教育内容について、講義内容を詳細に確認

するため、農学部で従来作成してきたシラバスの全面的な見直しに着手した。こ

こでは、学生が理解しやすいようにすると同時に、講義間における授業内容の重

複を最小限度にした。さらに「学生による授業評価」で指摘された項目について

の改善点を担当教員自らがシラバスに記載し、教育方法の改善につながるように

した。以上のように、本学科では農学部の改革・改組の中で教育改革に取り組ん

できた。	
 

	
 一方、平成 13 年度より、JABEE について学科教員数名が試行審査報告会などを

通じて情報を集めていたところ、本学科のこれまでの教育改革によって構築して

きたシステムは JABEE が求める教育プログラムとほぼ一致していることを見出し

た。学科の教育改革は学科教員の努力によりある程度まで達成できているとの認

識はあったが、JABEE 試行審査を通じて外部評価を受けることにより、人間的・技

術的に優秀な人材を育てる教育システムのさらなる改善を図った方が良いとの判

断で、平成 14 年 11 月に試行審査を受審した。その結果、１）学習・教育目標を

整理すること、２）数学教育を充実させること、３）技術者倫理の教育を充実さ

せること、４）教育改善システムに外部評価を導入すること、が指摘された。そ

れを受けて、学習・教育目標を改訂し、農学における数学教育として「基礎生物

統計学」と「技術者倫理」の講義を新設した。さらに、平成１５年度に農学部と

して外部評価（農学部の中期目標・中期計画では３年ごとに受けることを定めた）

を受けた。このように教育システムの改善を行い、試行審査で指摘された部分は

すべて改善されたと判断し、農学一般の分野で JABEE の本審査を受審することと

した。その結果、Wが一つもなく５年認定を授与されるに至った。その後も、平成

１９年に宮崎大学としての学位授与機構の評価、平成２０年度に学科の外部評価

を受け、教育目標と点検検証し、さらに JABEE 修了生や受入企業の動向や要望を

取り入れながら今回の継続審査を受審するに至った。	
 

	
 

２．修了生の進路と育成する技術者像，学習・教育目標の特徴	
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 応用生物科学科の過去３年間の修了生の進路として最も多いのは進学で、全

体の４０％前後である。就職を希望する学生の就職先としては食品関係の企業が

最も多く、毎年３０～４０％を占め、発酵・醸造関連、医療・製薬関連がそれに

続いている。このように、本学科を卒業した学生は、主に農芸化学とそれに関連

した分野（畜産製造学、水産製造学、植物育種学）に進路を決めている。従って、

本プログラムはこれらの分野で活躍できる技術者の養成を目指している。	
 

	
 本学科の学習・教育目標の特徴として、応用生物科学分野での基礎学力を充実

させる事を取り上げている（学習・教育目標：Ｆ	
 数学、生物と化学を主とする

自然科学および情報技術に関する基礎的知識を身につける）。また、宮崎大学は「世

界を視野に	
 地域から始めよう」というスローガンを掲げており、本学科でも南

九州地区の食品および発酵・醸造関連企業に就職する学生が多いことから、「A-１

南九州地区の農業をふまえて、その特性と問題点について正しく認識することが

できる」を学習・教育目標として設定している。	
 

	
 

３．関連する他の教育プログラム（関連学科，関連コース等）との関係	
 

	
 宮崎大学農学部の他学科では今のところJABEEを受審しようという動きはない。

従って、本プログラムはこの自己点検書に記載しているカリキュラムのみで成立

している。	
 

	
 

４．カリキュラム上の特色	
 

	
 応用生物科学科は、農芸化学の分野が中心となっているが、学科には畜産学、

水産学、農学（植物遺伝育種学）を専門とする教員も含まれており、それぞれの

分野の基礎教育と専門教育を担当している。このような構成の学科は日本でも宮

崎大学だけであり非常にユニークである。この人員構成に基づいてカリキュラム

が組まれており、学生は植物や動物のバイオテクノロジーから食品の機能性まで

幅広く学習することができる。	
 

	
 

５．その他の特色	
 

	
 応用生物科学科では、学術団体や地域の懇談会等と協賛してさまざまな社会・
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地域貢献を行っている。その代表的な例を以下に述べる。	
 

１）大学開放行事	
 

平成１０年から、学科が主催して体験講義や実習を行っている。これまでの主要

なテーマとして「乳製品／香りの機能性を科学する」「日本のお酒を知ろう」「ガ

ーデニングのやり方」「豆乳について」「なぜ、中鎖脂肪酸は体に脂肪がつきに

くいのか」「カンキツ類の機能性」「食品添加物と健康」「ヒトの味覚について」

「絶滅危惧植物について」「バイオエタノールについて」「抗酸化物質について」

「メタボリックシンドロームについて」	
 

がある。参加人数は延べ１０００人を上回った。	
 

２）小中高大連携自然科学指導者講座の実施	
 

	
 平成１１年から、科学夢ロマン事業実施要領等（宮崎サイエンスキャンプ、小

中高大連携自然科学指導者講座の実施）を本学科と工学部、教育文化学部、医学

部の協賛で行っている。	
 

３）その他	
 

	
 その他にも、食と科学とバイオテクノロジー	
 －農芸化学に関するセミナー－	
 

平成１７年１０月２２日実施、日伊科学技術／宮崎国際会議２００７等を実施し

て、幅広く宮崎県民に本学科をアピールしている。	
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前回受審時からの改善・変更（初めて受審する場合は記入不要） 

 

１．前回受審時の「Ｗ：弱点」に対する対応 

	
 前回の受審では、Wはなかった。 

２．前回受審時の「Ｃ：懸念」に対する対応 

	
 基準１（１）技術者倫理の講義内容と基礎的数学履修にやや弱さがあると指摘

を受けた。技術者倫理については、技術士会から講師を依頼して、技術者倫理の

講義内容の充実を図り、さらに、大学内の技術者倫理 FD懇話会で得た知見を、食

品製造学や食品保蔵化学の講義で倫理教育を取り入れた（引用裏付け資料 0-2,	
 

0-3）。数学教育については、基礎生物統計学に加え、共通教育の「数学の考え方」

を履修させるようにした（引用裏付け資料 0-4）。化学が苦手な学生については、

入学前に、課題を与えて入学後に提出させるようにした（引用裏付け資料 0-5）。 

	
 基準２（２）で、学習保証時間の記載不備（教員が管理できない日曜日等を記

載）を指摘された。学習保証時間については、土曜日、日曜日、祝日はカウント

しないようにし、さらに早朝や深夜についても加えないようにした（引用裏付け

資料 0-6）。 

	
 基準３．２（２）で、学生に対し、シラバスをよく読むことを徹底させること

が指摘された。それぞれの講義の開始時に、教員がシラバスを充分に説明し、学

生に周知させることを徹底させるようにした。その結果、各科目の授業評価で、

「シラバスを周知しているか」の項目の改善が見られた（引用裏付け資料 0-7）。 

	
 基準３．２（３）で、成績がボーダーにある学生のフォローが組織的に弱いと

指摘された。これについては、教育効果改善連絡会議で、ボーダーラインにある

学生の学習状況について、議論するようにした。さらに、GPA の低い学生につい

ては、担任が指導を行った（引用裏付け資料 0-8）。 

	
 基準３．２（４）では、プログラムの学習・教育目標に対する自分自身の達成

度を点検するための組織的な取り組みが弱いと指摘された。学生に達成度を点検

させるために、ポートフォリオのフォーマットを作成し、それを配布させて学生

自身の学習に反映させるように改善した（引用裏付け資料 0-9）。 

	
 基準３．３（１）で、多様な経歴の教員が少ないと指摘された。前回の審査か
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ら、本学科の教員に採用されたのは、１名（助教）のみであったが、多様な経歴

の観点から民間企業の経験者を採用した（引用裏付け資料 0-10）。 

	
 基準３．３（２）で、FD のシステムの多様化を指摘された。FD 活動として、

新たに、教員間による授業参観を実施し、個々の教員の講義の技術の向上を図っ

た（引用裏付け資料 0-11）。さらに、授業評価で指摘を受けた項目の改善点を、そ

れぞれの教員の研究室の掲示板に貼りだし公開した（引用裏付け資料 0-12）。 

	
 基準３．３（３）で、教員の評価システムの効果と妥当性について指摘された。

その指摘を受けて、教員の授業評価を基に、教員の教育についての評価を行い、

３名の教員を表彰し、インセンティブを付与した（引用裏付け資料 0-13）。 

	
 基準３．４（４）で、教員間ネットワーク活動の開示と有効性についての指摘

を受けた。教員間ネットワークの一貫である教育効果改善連絡会議の開催をホー

ムページで公開しその活動の開示を計った（引用裏付け資料 0-14）。さらに、大学

内の技術者倫理 FD懇話会に教員を派遣し、技術者教育の充実を行った（引用裏付

け資料 0-2）。 

	
 基準４．１（１）で、「図書館」の利用に関する情報の周知と、学生実験室・実

験機器の老朽化に対する指摘を受けた。図書館については、利用を促すために、

新入生のオリエンテーションで、パンフレットを配布し、利用法を説明している

引用裏付け資料 0-15）。さらに、「日本語コミュニケーション」の講義で詳しく図

書館で得られる情報について紹介するようにした（引用裏付け資料 0-16）。学生実

験室・実験機器の老朽化の対応は、１）学生実験用の顕微鏡を部分的に更新、２）

学生実験で使用できる培養設備の充実、３）セミナー室でのプロジェクターの設

置等を行った（引用裏付け資料 0-17）。さらに、設備を充実させるために、大学へ

毎年要望書を提出し、その上、大学 GPへの申請を行っているが、大学の法人化以

降の予算の削減のため思うように進んでいないのが現状である。 

	
 基準５（１）で、実験・実習における「実験態度」の評価について指摘を受け

た。それを受けて、「実験態度」という曖昧な評価方法から、教育目標に沿った具

体的な評価方法に改めた（引用裏付け資料 0-18）。 

	
 基準５（３）で、評価における科目間の関連付け（総合評価システム）につい

ての改善を（実地審査直後の指摘事項は、必修科目のウエイトが高い学習目標か
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ら自ずと適正評価となるシステムとなっているが、結果の意欲的な重点評価はし

ていない）、基準５（４）で、総合評価システムを教育目標と関連づけて改良して

いくことが望まれる	
 との指摘を受けた。これを受けて、GPA 制度を導入し、全

ての科目、専門科目および専門必修科目の３種類の GPAを算出し（引用裏付け資

料 0-19）、それによって総合評価システムを教育目標と関連づけて指導するように

した。さらに、ポートフォリオを通じて、科目の履修と教育目標の達成の関連が

学生自身にもわかりやすいように改善を行った。 

	
 基準６．１（１）継続的改善の実績を積むことが指摘された。この指摘に従っ

て、JABEE 認定４年目に、継続的改善が実施させているかを外部評価で検証した

引用裏付け資料 0-20）。 

補足２で、教員の多様性の向上について指摘された。これを受けて、民間企業の

経験者を助教として採用した（引用裏付け資料 0-10）。 

 

３．その他の前回受審時からの改善、変更 

１）技術者倫理 FD懇話会への参加（引用裏付け資料 0-2） 

	
 技術者教育の充実を計るために、工学部で行われている技術者倫理教育ネット

ワークに、本学科の教員が参加し、技術者倫理教育の充実を図った。 

２）GPAによる評価システムの導入（引用裏付け資料 0-19） 

	
 きめ細かい学生指導をするために、GPA による評価システムを導入した。さら

に、この GPAの数値を、全ての修得教科、全ての専門教科、必修専門教科と３種

の GPAを算出し、総合評価に用いることとした。 

３）ポートフォリオの作成（引用裏付け資料 0-9） 

	
 教育目標の達成度が学生にたやすく理解できるようなポートフォリオを作成し、

これを基にして、学生の指導を行うこととした。 

４）継続的改善の外部評価（引用裏付け資料 0-20） 

	
 PDCA がうまく機能し、継続的な教育改善が行われていることを検証するため

に、外部評価を行った。その結果、本プログラムの継続的改善がうまく機能して

いることが検証された。 

５）専門科目の変更 
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 前回の JABEEの受審から、専門科目の内容を精査し、「工場実習」（１単位）を

「学外研修」（１単位）（名称を実態に見合うようにした）、「植物生理・生化学」

を廃止しその学習内容を「植物栄養肥料学」に加えた（これは、専門科目の変更

の軽微なものであり、変更届けを出すほどの変更ではない）。 

６）英語教育の更なる充実（引用裏付け資料 0-21） 

	
 宮崎大学では、平成２０年度から文部科学書の特別教育研究経費（教育改革）

の政策課題対応経費の補助を受け「国際的に活躍できる専門職業人育成を目指し

た学士課程一般の英語学習プログラム」を実施中である。このプログラムでは、

英語が出来る専門職業人を養成するために	
 １）英語で自分の意志を伝えるプレ

ゼンテーション能力、２）専門にかかわる事柄を英語で説明できる等の目標に掲

げ、定期的な到達度測定（TOEIC 模試）、習熟度別クラス編成、e-learning を積極

的に利用した学習スタイルの多様性に応じた学習環境の整備等を実践している。

最終的には、TOEIC７００点を目標に掲げている。 

 

 

引用・裏付資料名 
 

前回受審時からの改善・変更 

0-1.	
 	
 過去５年間の審査において、認定審査結果報告書と一緒に送付された審査	
 

結果のコピー	
 (P1〜P7)	
 

0-2.	
 技術者倫理 FD 懇話会議事録関連部分（一部）(P7)	
 

0-3.	
 食品保蔵化学のシラバスの関連部分(P8)	
 

0-4.	
 「数学の考え方」履修者のコピー（一部）(P9〜P10)	
 

0-5.	
 入学前の化学の課題（関連部分）(P11)	
 

0-6.	
 	
 卒業論文の学習時間（一部）(P12)	
 

0-7.	
 授業評価結果（関連部分）(P13)	
 

0-8.	
 学科会議でのボーダーラインの学生指導例（関連部分）(P14)	
 

0-9.	
 ポートフォリオ(P15〜P16)	
 

0-10.	
 新規に採用された教員個人データ(P17〜P20)	
 

0-11.	
 授業参観記録（一部）(P21)	
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0-12.	
 授業評価に関する改善を研究室に張り出している一例（写真）(P22)	
 

0-13.	
 教員の表彰（一部）(P23)	
 

0-14.	
 教育効果改善会議開催のホームページ掲載例(P24)	
 

0-15.	
 図書館の説明が記載されているオリエンテーション資料（関連部分）(P25)	
 

0-16.	
 「日本語コミュニケーション」での図書館使用説明の資料(P26〜P29)	
 

0-17.	
 セミナー室に設置されたプロジェクター（写真）(P30)	
 

0-18.	
 学生実験のシラバス（例）(P31〜P32)	
 

0-19.	
 GPA（一部）(P33)	
 

0-20.	
 平成２０年度実施外部評価資料（一部）(P34)	
 

0-21.	
 宮崎大学英語教育システムの資料（一部）(P35)	
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自己点検結果 
 

 

表１ 自己点検総括表  

基準の各項目に対する自己点検結果  
 

基準の各項目  点数（１～５）  

基準１： 学習・教育目標の設定と公開 5 

基準２： 学習・教育の量 5 

基準３： 教育手段 (1) 入学および学生受け入れ方法 5 

(2) 教育方法 5 

(3) 教育組織 5 

基準４： 教育環境 (1) 施設、設備 4 

(2) 財源 5 

(3) 学生への支援体制 5 

基準５： 学習・教育目標の達成 5 

基準６： 教育改善 (1) 教育点検 5 

(2) 継続的改善 5 

補則： 分野別要件 5 
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１．基準１：学習・教育目標の設定と公開 

(1)	
 学習・教育目標の設定と公開	
 

(i)	
 学習・教育目標	
 

(Ａ)	
 地域や国際社会がかかえる生命・食料・環境に関わる問題とその解決策を

身近な地域から地球規模までを視野に入れて、科学的に考える能力とその

応用開発能力を身につけさせる。	
 

１）南九州地区の農業をふまえて、その特性と問題点について正しく認識する

ことができる。	
 

２）環境問題についての様々な問題を認識することができる。	
 

３）社会科学や人文科学の価値観を認識することができる。	
 

４）食料問題について多面的に考えることができる。	
 

(Ｂ)	
 技術者として、地域および国際社会への貢献を常に意識し、このことによ

り身につけた知識・技術が社会および環境に及ぼす影響を認識し、その責

任の重さを自覚する能力を身につけさせる。	
 

１）生命倫理について正しく考えることができる。	
 

２）技術者の社会における役割について十分認識することができる。	
 

(Ｃ)	
 応用生物科学分野における技術的課題に関して国内外で通用するような記

述力、口頭発表能力及びコミュニケーション能力を身につけさせる。	
 

１）正しい日本語を用い、プレゼンテーションすることができる。	
 

２）応用生物科学の分野で用いられる英語で書かれた専門書や文献を読むこと

ができる。	
 

(Ｄ)	
 応用生物科学分野に関連する社会の変化に対応して継続的、自発的に学ぶ

学習能力を身につけさせる。	
 

１）自分でテーマを見つけその問題点を見いだすことができる。	
 

２）自分で必要な文献等を収集することができる。	
 

３）応用生物科学分野で社会から求めてられている事柄を説明することができ

る。	
 

(Ｅ)	
 応用生物科学分野に関する先端的、独創的な科学技術に寄与できる基礎的

能力と創造力を身につけ、さらに目的達成のために計画的に調査研究を進



 

13 

 

め、まとめる能力を修得させる。	
 

１）応用生物科学分野の先端技術を認識している。	
 

２）応用生物科学分野に関する事柄をわかりやすくまとめ説明することができ

る。	
 

３）実験データの意味を正しく考えることができる。	
 

４）応用生物科学分野の実験計画を立案できる。	
 

(Ｆ)	
 数学、生物と化学を主とする自然科学および情報技術に関する基礎的知識

を身につける。	
 

１）応用生物科学分野で用いる数学（統計学）を正しく使用できる。	
 

２）生物学に対する基本的な知識を有している。	
 

３）化学に対する基本的な知識を有している。	
 

４）基本的な情報技術を有している。	
 

(Ｇ)	
 下記の 6 分野の応用生物科学に関する専門的技術に関する基礎知識とそれ

らを応用できる能力を身につけさせる。	
 

応用生物化学、微生物機能開発学、植物機能開発学、植物生産化学、食品

製造学、食品栄養生化学	
 

	
 

	
 (ii)	
 学習・教育目標の各項目と基準１の(1)の(a)～(h)との関係の説明	
 

	
 本プログラムでは JABEE 認定基準 1の（1）を満足し、地域社会のみならず地球

規模で社会が直面すると予想される生命・食料・環境問題の解決に寄与できる総

合農学技術者および研究者を育成するために、生物機能のバイオテクノロジーに

よる解明、食品の機能解明とその活用及び農業生産環境の保全に関わる教育を行

うことを目的としている。すなわち、本学科の教育プログラムでは、生物と化学

に関する基礎知識を十分に習得させ、応用生物化学、微生物機能開発学、遺伝子

工学、植物機能開発学、植物生産化学、食品製造学および食品栄養生化学の応用

生物科学分野に関する教育を行うために独自の学習・教育目標を設定している。

本プログラムの学習・教育目標は、各項目に細目を加えて学生が具体的に理解し

やすい内容となるようにしていることが特徴である。本プログラムの学習・教育

目標と基準 1の（1）の(a)〜(h)との関係を表 2に示した。（引用・裏付資料 1(1)-1）	
 



 

14 

 

	
 目標(A)は JABEE 基準（a）に対応しており、南九州の地域性に基づいて得られ

た知識や社会科学・人文科学の学習で修得した知識をもとにして食料問題や環境

問題等を地球規模で多面的に考える能力とその素養（多様な価値観）の修得を保

証している。特に、学習・教育目標に掲げる南九州の地域性については、この地

域の特産物である「焼酎」（農産製造学、微生物機能開発学）、「キンカン」「マン

ゴー」（植物遺伝資源学）等をそれぞれの講義で紹介している。	
 

	
 目標(B)は JABEE 基準（b）に対応しており、応用生物科学の技術が社会や自然

に及ぼす影響・効果に関する理解力など、技術者として社会に対する責任を自覚

する能力（生命倫理：遺伝子工学、細胞工学、生命科学概論等、技術者倫理：技

術者倫理）の修得を保証している。	
 	
 

	
 目標(C)は JABEE 基準（f）に対応しており、日本語による論理的な記述力，口

頭発表力，討議などのコミュニケーション能力（日本語コミュニケーション、入

門セミナーII、卒業論文）および国際的に通用するコミュニケーション基礎能力

（化学英語 I、化学英語 II、科学英語、コミュニケーション英語等）の修得を保

証している。	
 	
 

	
 目標(D)は JABEE 基準（g）に対応しており、応用生物科学に関する社会的な要

求を理解し、課題を発見する能力および自主的、継続的に学習できる自己学習能

力の修得を保証している。特に、本プログラムにおいては、社会的な要求を理解

するために本学科出身の卒業生による講義（応用生物科学概論）や、インターン

シップ、応用生物科学分野で求められている事柄について調べて発表する（入門

セミナーII）機会を与えるためのカリキュラムを組んでいる。	
 

	
 目標(E)は JABEE 基準（e）と（h）に対応しており、種々の科学技術情報を利用

して社会の要求を解決するためのデザイン能力および与えられた制約の下で計画

的に仕事を進め、まとめる能力の修得を保証している。特に、本プログラムでは、

デザイン能力を応用生物科学分野で実験や研究を進めていく上での実験や研究の

立案能力として考え、これらを３年生で行っている実験（植物機能開発学実験、

応用生物化学実験等）で実験等の企画について学習させ、さらに卒業論文でこれ

らの能力を発展的に学習させている。それに加えて、地域からの卒業論文テーマ

の公募を行い「社会から要求されているテーマをどの様にデザインして研究を行
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い、解決していくか」という試みも行っている。	
 

	
 目標(F)は JABEE 基準（c）に対応しており、数学，生物学、化学，情報技術に

関する知識とそれらを応用できる能力の修得を保証している。	
 

	
 目標(G)は JABEE 基準（d）に対応しており、応用生物科学分野に関する基礎知

識、専門知識および専門的な技術を問題解決に応用できる能力の修得を保証して

いる。	
 

	
 表 3（引用・裏付資料 1(1)-2）に本プログラムの学習・教育目標（A）～（G）

を達成するために必要な主要授業科目の評価方法・評価基準を示した。それぞれ

の科目で設定されている達成度評価方法・評価基準は具体的であり、評価可能な

学習・教育目標となっている。	
 

	
 

(iii)	
 学内外への公開方法と公開時期	
 

JABEE プログラムに対応した最初の学習・教育目標は平成１４年１０月に設定し、

１１月に学科ホームページで公開した。その後、１１月に試行審査を受け、教育

目標を整理すべきであるという指摘を受けたため、平成１５年２月に学習・教育

目標を改訂し、ホームページで公開した。	
 

その後、JABEE 連絡会議等から、それまでの本学科のプログラムの学習・教育目

標が具体性に欠けるとの指摘を受け、平成１６年２月に学習・教育目標の各項目

に細目を設けて具体性を持たせた。この学習・教育目標をホームページ（引用・

裏付資料 1(1)-3）上で公開するとともに学外向けの学科パンフレット（引用・裏

付資料 1(1)-4）を作成し、全国の高等学校へ郵送した。	
 

平成１６年５月の JABEE 認定後も、この学習・教育目標をホームページ上で公

開し、新たに作成した学科パンフレットにも記載した（引用・裏付資料 1(1)-5）。

オープンキャンパスにおいれも、本学会の説明には、JABEE 認定については、必ず

説明するようにしている（引用・裏付資料 1(1)-6）。さらに、「学習・教育目標」

を記載した学科のパネルを作成し（引用・裏付資料 1(1)-7）、これを平成２０年４

月から平成２１年３月まで、農学部付属博物館に展示を行い、学内外への周知を

行った。現在、このパネルは、学科会議室の前に、掲示され、農学部内の教員や

学生に常時公開されている。	
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(iv)	
 プログラムに関わる教員への周知方法	
 

本学科では JABEE プログラムの試行審査を受けることを平成 14年 4月の学科会

議で決定し、農学部に対しては教授会で JABEE 試行審査を受けることを表明し、

さらに大学評議会で学部長報告として表明した。学習・教育目標を含む試行審査

にかかわる情報は学科ホームページの JABEE の項目に公開した。前述のように試

行審査を受けた後、プログラムの学習・教育目標を 2 度修正した。平成１５年度

に宮崎大学農学部では外部評価を実施し、その中で、平成１６年度に JABEE 本審

査を受けることを明示した。さらに、平成１６年５月の学部運営委員会で、JABEE

の本審査を受けることについての説明を学科長が行い、農学部各教員に協力を依

頼した。	
 

JABEE 認定後も、「学習・教育目標」のパネルを作成して、関連教員に周知を行

っている（引用・裏付資料 1(1)-7）。	
 

	
 

(v)	
 学生への周知方法および周知時期（学年，学期）	
 

本プログラムの学習・教育目標の学生への周知は、1年生に対しては、入学時の

オリエンテーションにおいて、2年生と 3年生に対しては前期に開講される応用生

物科学概論と入門セミナーIの最初の講義時間に行っている。また、4年生に対し

ては、毎年 4 月に実施している就職・進学に関するガイダンスにおいて説明して

いる。また、学科のホームページ「JABEE」で学習・教育目標をはじめとする JABEE

に関係する情報が入手できることを学生たちに知らせている。（引用・裏付資料

1(1)-8）	
 

	
 

引用・裏付資料名	
 

1(1)-1	
 表２	
 学習・教育目標と基準 1の(1)の(a)～(h)との対応（p.1-1〜1-3）	
 

1(1)-2	
 表３	
 各学習・教育目標の達成度評価対象とその評価方法および評価	
 

	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 (p.	
 1-4〜1-11)	
 

1(1)-3	
 平成 21 年 4 月の学科ホームページの関連部分(p.	
 1-12〜1-16)	
 

1(1)-4	
 2005 年度版学科パンフレットの関連部分(p.	
 1-17〜1-18)	
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1(1)-5	
 2008 年度版学科パンフレットの関連部分(p.	
 1-19)	
 

1(1)-6	
 	
 平成 20 年度オープンキャンパス資料の関連部分(p.	
 1-20)	
 

1(1)-7	
 学習・教育目標のパネル（写真）(p.	
 1-21)	
 

1(1)-8	
 平成 21 年度 1-4 年生オリエンテーション資料の関連部分(p.	
 1-22〜31)	
 

	
 

実地審査閲覧資料名	
 

1.	
 学科パンフレット（2005 年度版、資料番号 1-1；2008 年度版、資料番

号 1-2）	
 

2.	
 平成 21 年度	
 1-4 年生オリエンテーション資料	
 

	
 

(2)伝統，資源，卒業生の活躍分野等の考慮，社会の要求や学生の要望への配慮	
 

(i)	
 過去における学習・教育目標の改訂内容と改訂理由	
 

	
 前述のように JABEE プログラムに対応した学習・教育目標の最初の設定は試行

審査に向けて平成１４年１０月に行った。	
 

	
 平成１３年度の本学科の教育目標は、学科長からのメッセージとして、学科パ

ンフレットに記載した。また、平成１４年１０月以前の学習・教育目標は、教育

理念、育成人材像および求める学生像をアドミッションポリシーとして学科パン

フレットに記載し、学科のホームページで公表した。	
 

平成１４年１０月に本プログラムの最初の学習・教育目標を設定したが、同年

１２月の試行審査において、学習・教育目標を整理してプログラムの特色を出す

べきであるという指摘を受け、さらに卒業生と企業に対して行ったアンケートで

出された要望等を考慮して、平成１５年２月に学習・教育目標の改訂を行った。	
 

さらに平成１５年４月には、一部字句の修正を行った学習・教育目標を掲載し

たパンフレット（学内説明用）を作成し、新入生および在学生に説明した。	
 

その後、JABEE 連絡会議等から、本学科のプログラムの学習・教育目標が、まだ

具体性に欠けるとの指摘を受けたため、平成１６年２月に学習・教育目標の各項

目に細目を設けた現在の学習・教育目標に改訂した。	
 

JABEE 認定後、学習・教育目標に関するアンケートを卒業生（引用・裏付資料

1(2)-1）や企業（引用・裏付資料 1(2)-2）に行い、さらに、学科会議等で議論を
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行ってきたが、現時点で本プログラムが掲げる学習・教育目標を見直すべきであ

るという意見は出されていない。	
 

	
 

(ii)	
 社会の要求や学生の要望を考慮するためのシステムの存在と運用実績	
 

	
 本 JABEE プログラムの学習・教育目標が社会に受け入れられるかについては、

本学科の前身である生物資源利用学科の過去７年間の卒業生およびその就職先を

対象として、アンケート調査を実施した。約 120 社の就職先の人事部に別紙資料

のアンケート用紙を送付し、53 件の回答を得た。卒業生が担当している仕事（研

究）の専門分野は、応用生物化学６名、微生物機能開発学５名、遺伝子工学２名、

植物機能開発学０名、植物生産科学７名、食品製造学 15 名、食品栄養生化学４名

および該当しない人 16 名であった。なお、アンケート対象の卒業生は生物資源利

用学科卒業であるが、改組後の現在の応用生物科学科の教育カリキュラムとは基

本的にはほぼ同様である。	
 

	
 アンケートの結果、この時点で設定していた学習・教育目標の内容については、

大部分の企業から理解が得られていると判断したが、以下のような要望が出され、

その後の学習・教育目標の改訂において極めて有益な情報が得られた。	
 

・「論理的思考能力の養成」を記述した項目がない。	
 

・学習・教育目標では、生物、化学以外に物理、数学も必要ではないか。	
 

・環境問題など、学科として貢献できる具体的な教育目標を設定して欲しい。	
 

・地域との連携など、学科の特色のある教育目標を設定して欲しい。	
 

（引用・裏付資料 1(2)-3）	
 

 

	
 JABEE 認定後も、４年次生を対象に、学習・教育目標の達成度についてのアン

ケートを行い、学生の意見を収集し続けている（引用・裏付資料 1(2)-1）	
 

	
 

(iii)	
 学習・教育目標の水準の設定に関する説明	
 

	
 本プログラムの学習・教育目標の水準の設定に当たって以下の点を吟味して

いる。	
 

１）本プログラムの学習・教育目標について卒業生が就職している企業にアン

ケートを取った結果、ほぼ満足するとの結果が得られた。（引用・裏付資料
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1(2)-3）	
 

２）本プログラムの学習・教育目標は、これまでこの分野で教育を受けた教員

が他大学との比較をし、その水準を踏まえながら作成した。	
 

３）これまでに実施した外部評価で、当学科の JABEE に対する取り組みについ

て高い評価を得た。（引用・裏付資料 1(2)-4）	
 

以上の点より、本プログラムの学習・教育目標の水準については問題がない

と思われる。	
 

	
 

(iv)	
 学習・教育目標における伝統，建学の精神，理念などの考慮	
 

宮崎大学農学部の沿革は、前身である大正 13 年 9 月の宮崎高等農林学校の設置

に始まる。以降、昭和 19 年 4 月に宮崎農林専門学校への名称変更を経て、同２４

年５月「国立学校設置法」の公布により宮崎大学農学部が設置された。その後、

昭和４６年に農学部は、合計８学科の学科構成となり、全国的に見ても地方大学

の農学部として、規模の面で有数のものとなった。	
 

本学部は、創立当初から建学の精神である「勤労体験」「自学自習」「環境浄化」

を支柱として発展してきた。その後、昭和４２年６月に宮崎大学大学院農学研究

科修士課程が設置され、５０年４月に合計 8 専攻体制となった。さらには、昭和

63 年 4 月に宮崎大学農学部を構成大学とする鹿児島大学大学院連合農学研究科が

設置され、本学農学研究科修士課程から後期 3 年だけの博士課程への進学の道が

開かれた。この間、昭和６０年１月のキャンパス移転を経て、学部・大学院教育

についてさらなる充実を図ってきた。	
 

平成元年４月には、農学科、林学科、畜産学科、農業化学科、水産増殖学科、

農業工学科、草地学科の 7 学科を農林生産学科、生物資源利用学科、動物生産学

科の 3学科に再編することにし、獣医学科を加えた 1学部 4学科体制に改組した。

また、教育コース制とし、3学科に 9教育コースをおくようにした。生物資源利用

学科では生物工学および生物資源利用学コースを設けた。	
 

なお、この改組において、生物資源利用学科は、旧農業化学科の 14 名の教員を

中心に農学科、畜産学科、水産増殖学科からの教員の協力を得ると同時に、土壌

学分野 2名が農林生産学科へ転籍し、総勢 21 人の新学科となり、発展的に充実し
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た。	
 

	
 平成 12 年度に農学部は時代の要請に応じてさらなる改組を行い、食料生産科学

科、生物環境科学科、地域農業システム学科、応用生物科学科に再編した。この

改組の中で、平成元年度改組に伴い、転籍していた旧土壌・肥料学講座の教員 2

名が応用生物科学科（生物機能科学講座）へもどり、応用生物科学科として教員

数の面でさらなる充実が図られた。現在、教員数は現員で 18 人となっている。ま

た、平成元年度の改組で作られた教育コース制を撤廃し、１学科１教育コースと

した。	
 

	
 

(v)	
 学習・教育目標におけるプログラムの人的，設備的資源の考慮	
 

現応用生物科学科の教員が当該プログラムの人的資源である。	
 

平成１２年度より、食料生産科学科（植物生産科学講座、動物生産科学講座）：

学生定員 65 人、生物環境科学科（水産科学講座、草地環境科学講座、森林科学講

座）：学生定員 60 人、地域農業システム学科（地域農林システム科学講座、生産

環境システム学講座）：学生定員 55 人、応用生物科学科（生物機能科学講座、食

品機能化学講座）：学生定員 55 人に再編した。この改組の中で、平成元年度改組

に伴い、転籍していた旧土壌・肥料学講座の教員 2 名が応用生物科学科（生物機

能科学講座）へもどり、応用生物科学科として教員数の面でさらなる充実が図ら

れた。現在、教員数は現員で 18 人となっている。	
 

	
 

(vi)	
 学習・教育目標における当該プログラムの歴史と構成，特徴・特色の考慮	
 

平成１２年度の農学部改組に際して、新学科の教育カリキュラムは平成１１年

度より検討を開始し、より充実した教育内容とするため、講義科目の整理・見直

しを行った。また、平成元年度改組時に実施された本学科の２教育コース制を廃

止した。さらに、学科カリキュラムについても、学生にとって、基礎専門から専

門科目と無理なく教育内容を深化させ、履修させる教育システムを作り上げた。

例えば、入学生の理科（とくに化学と生物）の履修状況を勘案して、基礎専門科

目の中に基礎生物学と基礎化学を 1 年次前期に設定し、その後の学習がスムーズ

に行えるように配慮している。	
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また、平成元年度改組に際して行った学生実験・実習の大幅な削減が卒業論文

研究にスムーズに移行できない原因になっているとの認識から、学生実験・実習

の大幅な充実を図った。とくに、主要科目に対応した学科共通の基礎実験と専門

実験・実習を課すように配慮した。	
 

その他、卒業時に取得できる資格については、平成元年度改組後、生物資源利

用学コースのみに認められていた「食品衛生監視員・食品衛生管理者」資格を、

応用生物科学科の学生全員が所定の講義科目を履修することにより、取得できる

ように厚生省へ申請し、認可をうけた。また、「毒物劇物取り扱い責任者」の資格

も、必修単位の 50％以上を化学系講義として設定したことにより取得できるよう

にした。その他、高等学校教諭一種免許（農業）取得可能なカリキュラムに加え、

平成 15 年度からは高等学校教諭一種免許（理科）取得が可能となるカリキュラム

とした。	
 

	
 

以上のように、当該プログラムでは、1・2 年次に、教養に関する網羅的な教育

と並行して、農学に関連する一般的な常識を学部共通科目として履修させながら、

同時に学科の高学年における専門教育をよりよく理解させるために必要な生物、

化学、分析化学等の基礎専門科目を履修させるように体系化した。また、3年次に

おいて、専門教育として応用生物科学科に関する専門的技術に関する基礎と応用

を培うために、種々の教育・研究分野の講義科目と入門セミナー・卒業論文研究

等を設定している。	
 

	
 

(vii)	
 学習・教育目標における卒業生の活躍分野の考慮	
 

平成２０-２１年度卒業生の就職先を一覧に記載した。（引用・裏付資料 1(2)-5）	
 

本学科の卒業生は、現在まで食品関連企業から製薬関連企業などの民間企業は

言うに及ばず、国家・地方公務員、教員、自営業などにも就職しており、産業界・

教育界・官公庁などから高い評価を受けている。	
 

	
 

引用・裏付資料名	
 

1(2)-1	
 JABEE 修了生アンケート結果の関連部分(p.	
 1-32〜1-38)	
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1(2)-2	
 平成 21 年度就職先企業アンケート結果の関連部分(p.	
 1-39〜40)	
 

1(2)-3	
 平成 15 年就職先関連企業へのアンケート結果の関連部分	
 

	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 (p.	
 1-41〜1-44)	
 

1(2)-4	
 平成 20 年度大学評価機構による大学評価結果の関連部分	
 

	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 (p.	
 1-45〜1-63)	
 

1(2)-5	
 最近の就職先一覧(p.	
 1-64〜1-65)	
 

1(2)-6	
 応用生物科学科 FD 委員会規程、議事録(p.	
 1-66〜1-68)	
 

1(2)-7	
 農学部同窓会活動記録(p.	
 1-69〜1-71)	
 

	
 

実地審査閲覧資料名	
 

1.	
 各種アンケート（資料番号	
 ３）	
 

2.	
 大学機関別認証評価（平成 19 年度受審）に関する資料（資料番号	
 ４）	
 

3.	
 国立大学大学法人評価結果（資料番号	
 ５）	
 

	
 

	
 

◎「学習・教育目標の設定と公開」について表１に記入した点数と判定理由	
 

	
 上述のように本学科では平成14年度から学外の要望も考慮に入れてプログラム

の学習・教育目標を設定し、公開してきた。平成１４年１１月の JABEE 認定試行

審査以前に比べて学生への学習・教育目標の周知も徹底している。JABEE 認定後も、

「学習・教育目標」の公開を引き続き行ってきている。さらに、「学習・教育目標」

の検証もアンケート等を通じて行っており、これらの状況を判断して 5 点と評価

した。	
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２．基準２：学習・教育の量	
 

(1)卒業要件	
 

	
 本学における卒業の認定は、宮崎大学学務規則第38条に「卒業の認定は、第5条

に規定する修業年限（第13条第１項の規定により入学した者にあっては、同条第

２項の規定により定められた在学すべき年数）以上在学し、所定の単位数（医学

部医学科にあっては授業時間数を含む。）を修得し、かつ、学部が定める卒業の審

査に合格した者について、当該学部教授会の議を経て、学長が行う。」となってい

る。これをうけて、共通教育に関しては、共通科目履修規定で学生は、共通科目

で開設される授業科目を共通科目一覧表にしたがって、農学部で定める単位を以

下のように修得しなければならない。	
 

① 大学教育基礎科目は、日本語コミュニケーション、情報科学入門、英語、コ

ミュニケーション英語、保健体育科目のそれぞれ2単位、初修外国語4単位、

計14単位を修得。	
 

② 教養科目は、主題教養科目として、現代の社会と倫理（4単位）、人間と文化

（4単位）、現代社会の課題（4単位）、自然と生命（4単位）を修得し、選択

教養科目（文化・社会系、科学・技術系、生命科学系、複合・学際系、生涯

学習系、外国語系）として8単位の計24単位を修得。	
 

③ 卒業に必要な教養科目の履修すべき総単位数は、38単位以上となる。	
 

	
 

	
 専門教育に関しては、農学部キャンパスガイド（学生便覧）（６.教育課程）で

示すように、農学部専門科目の履修法等で明記されている。	
 

（1）	
 1 年次に広義の農学の概念と地球規模での食料・環境・生命・資源・エネル

ギー問題の解決を果たすべき農学の役割を理解するために学部共通科目を

履修する。また、各学科とも、1年次から 2年次にかけて学科が包含して取

り扱う学問領域についての基礎知識を修得するために専門基礎科目と専門

科目の一部を履修する。3年次以降はそれぞれの学科の専門科目を履修する。

応用生物科学科では、1年次学部共通科目（環境科学Ⅰ群、環境科学Ⅱ群、

食料科学群、生命科学群の各群から 1科目以上、合計 8単位以上修得する。

さらに 1年次には専門基礎科目必修科目の 14 単位を取得する。２年次にお
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いて専門基礎科目必修科目（学生実験を含む）16 単位および専門科目必修

科目 4単位を修得し、3・4年次において専門科目必修科目 13 単位を修得す

る。したがって、必修合計単位数は 47 単位となる。	
 

（2）	
 選択科目は、学科選択実験・実習科目から 4単位以上修得する他、学科自

由選択科目から 31 単位以上修得する。なお、学科の自由選択以外に、他の

学科の自由選択科目、付属施設の授業科目並びに他の学部との単位互換が

認められた科目の中から 10 単位以内を選択できる。	
 

（3）	
 卒業論文（4年次）に取り掛かるための要件として、専門科目のうち、3年

次までに卒業に必要な単位数の 80％以上を修得することが必要である。ま

た、学科必修実験を全部修得していることが求められている。	
 

（4）	
 卒業に必要な履修すべき専門科目の総単位数は、90 単位以上となる。	
 

	
 

	
 以上のように、応用生物科学科の卒業に必要な総単位数（共通科目および専門

科目）は 128 単位となる。	
 

	
 なお、高等専門学校、食品栄養関連短大や省令の定める高等専修学校からの編

入学生に対して編入学試験を課し、合格点に達した学生の入学を認めている。ま

た、宮崎大学では、転学部制度が実施されている。その他、農学部内で転学科制

度がある。これらの編入学、転学部、転学科は学則の定める規則に沿って実施し

ている。	
 

	
 

引用・裏付資料名	
 

2(1)-1	
 学務規則	
 卒業認定の関連部分（p.	
 2-1～2-2）	
 

2(1)-2	
 転学部規程（p.	
 2-3～2-5）	
 

2(1)-3	
 転学部内規（p.	
 2-6）	
 

2(1)-4	
 転学科内規（p.	
 2-7）	
 

2(1)-5	
 学務規則	
 編入学の関連部分（p.	
 2-8～2-9）	
 

2(1)-6	
 共通教育履修関連資料（p.	
 2-10～2-12）	
 

2(1)-7	
 学部共通履修関連資料（p.	
 2-13～2-15）	
 

2(1)-8	
 学科履修関連資料（p.	
 2-16～2-18）	
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2(1)-9	
 修了生単位取得状況例（p.	
 2-19～2-21）	
 

	
 

実地審査閲覧資料名	
 

1．応用生物科学科プログラム履修者名簿／卒業判定資料（平成 19 年度－平成 20

年度）（資料番号	
 ６）	
 	
 

2．キャンパスガイド（平成 16 年度－平成 21 年度）（資料番号	
 ７）	
 

	
 

(2)学習保証時間	
 

	
 講義は 2単位で 90 分の 15 回、演習・セミナーは 1単位で 90 分の 15 回、実験・

実習は 1単位で 45 時間として計算した。	
 

	
 学生便覧のカリキュラムに沿って表 4として（共通科目）、（農学部共通科目）、

「応用生物科学科（基礎専門科目）および（専門科目その１、その２）」の順に整

理した。また、卒業に必要な共通および専門科目取得単位数は、上述の(1)の卒業

要件に沿って計算している。	
 

	
 

(i)人文科学、社会科学等に関する教育(語学教育を含む)	
 

	
 宮崎大学共通教育における人文科学・社会科学等（語学教育を含む）の総合学

習時間は、日本語コミュニケーション 2単位＝22.5 時間(必修)、外国語	
 講義 8

単位×22.5 時間＝180 時間(必修)、保健体育科目	
 2 単位＝45 時間、現代の社会

と倫理、人間と文化、現代社会の課題のそれぞれ 4単位の計 12 単位、選択教養科

目合計8単位以上、合計20単位＝225時間(選択必修)を合計して、少なくとも472.5

時間となっている。これは、JABEE が要求する学習時間の 250 時間以上を保証して

いる。	
 

	
 

(ii)数学、自然科学、情報技術に関する教育	
 

	
 共通教育の教養科目では、情報科学入門：2単位＝22.5 時間(必修)、自然と生

命：4単位＝45 時間（選択必修）である。農学部共通科目では、環境科学Ⅰ群、

環境科学Ⅱ群、食料科学群および生命科学群から 1科目 2単位以上選択：8単位＝

90 時間である。さらに、応用生物科学基礎専門科目では、基礎化学、基礎生物学、
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物理化学、分析化学、微生物学の 10 単位＝112.5 時間、ならびに基礎生物統計学：

2単位 22.5 時間である。これらの合計は、292.5 時間であり、JABEE が供給する学

習時間の 250 時間以上を保証している。	
 

	
 

(iii)専門分野に関する教育	
 

専門分野に関する講義科目として、応用生物科学基礎専門科目では、表 4に記

載した基礎専門科目に準じて、無機化学、有機化学、生物化学、食品化学、化学

英語Ⅰ、Ⅱの 6科目 12 単位＝135 時間である。応用生物科学専門科目では、表 4

に記載した専門科目その 1、その 2に準じて、食品製造学、応用生物科学概論、科

学英語、食品保蔵化学のそれぞれ 2単位、技術者倫理 1単位、自由選択科目の 28

単位以上、合計して 37 単位＝416.25 時間以上である。学生実験・実習としては、

6単位(必修)および 4単位(選択必修)の合計 10 単位＝450 時間以上である。さら

に、入門セミナーⅠ、入門セミナーⅡの合計 2単位＝45 時間(必修)を履修してい

る。卒業論文は、6単位で 350 時間以上（必修）である。なお、卒業論文では、学

生が大学で勉強・実験する時間（コンタクトタイム）を記録し、同時に実験ノー

トにも日付等で実時間を記録するようにしている。	
 

これらの専門分野に関する学習の合計時間は、1396.25 時間以上となり、JABEE が

要求する学習時間の 900 時間以上を保証している。	
 

	
 

	
 したがって、人文科学・社会科学等（語学教育を含む）、数学・自然科学・情報

技術ならびに専門分野に関する教育を総計した総学習時間は、2161.25 時間以上で

あり、JABEE が要求する総学習保証時間の 1800 時間以上を保証している。	
 

	
 

引用・裏付資料名	
 

2(2)-1	
 表４	
 授業科目別学習保証時間および各授業科目の学習・教育目標一つ

一つに対する関与の程度	
 (p.	
 2-22～2-26)	
 

2(2)-2	
 表５	
 学習保証時間とその内訳	
 	
 (p.	
 2-27)	
 

2(2)-3	
 卒業論文コンタクトタイム例（p.	
 2-28）	
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実地審査閲覧資料名	
 

1.	
 卒業論文作業内容記録簿による研究着手時間の記録（平成 19 年度ー平成 20 年

度）（資料番号	
 ２３）	
 

	
 

	
 

◎「学習・教育の量」について表１に記入した点数と判定した理由	
 

以上のように、本プログラムは 4年間に相当する学習・教育で構成されており、

128 単位以上を取得し、卒業要件を満たしたものを修了生としている。また、プロ

グラムの学習保証時間の総計は、1800 時間以上を有しており、その中には、人文

化学・社会科学等（語学教育を含む）の学習 250 時間以上、数学・自然科学・情

報技術の学習 250 時間以上、および専門分野の学習 900 時間以上を含んでいる。

これらのことから５と判定した。	
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３．基準３：教育手段	
 

３．１	
 入学および学生受け入れ方法 

(1)入学選抜方法の開示とそれに基づく選抜の実施 

(i)選抜の基本方針 

平成２１年度の学科のアドミッションポリシーとして、下記のように本学科の

「求める学生像」を入学者選抜要項、大学案内，学部・学科のパンフレット、ホ

ームページ等で公開している。（引用・裏付資料 3.1(1)-1〜3） 

本学科では、２１世紀における生命・食料・環境問題を解決するために、先端

的・独創的な科学技術の発展に寄与できる創造性と問題解決能力を備えた人材と

国際化・情報化に対応できる人材の育成を目指している。そのため、本学科では

この教育理念を達成できる人材を確保するため、アドミッションポリシーとして、

以下の項目を掲げている。	
  

・自然科学の基礎知識を備え、生物や化学に関心を持っている人 

・バイオサイエンス分野の先端技術を身につけたい人 

・食と健康に関心を持っている人 

・食の安全と環境保全に関心を持っている人 

・チャレンジ精神を持っている人 

・国際的に活躍する意欲を持っている人 

 

(ii)具体的選抜方法 

本学科（定員 55名）では、定められた諸規定のもと下記の選抜方法で入学者選

抜を実施している。 

 

	
 １．一般選抜 

	
  前期日程（定員 32名） 

後期日程（定員 12名） 

	
 ２．推薦入試（定員 11名） 

	
 ３．特別選抜	
  

	
 社会人特別選抜（若干人） 
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 帰国子女特別選抜（若干人） 

	
 私費外国人留学生特別選抜試験（若干人） 

 

	
 一般選抜については、平成２１年度選抜入学試験では、前期日程は大学入試セ

ンター試験 5教科 7科目（国語、地歴・公民（１科目選択）、数学（2科目選択）、

理科（2科目選択）、外国語）と個別学力試験 1科目（数学、化学、生物、物理か

ら 1科目選択）、後期日程は大学入試センター試験 5教科 7科目（国語、地歴・公

民（１科目選択）、数学（2 科目選択）、理科（2 科目選択）、外国語）と個別学力

試験（化学、生物、物理から 1 科目選択）を課している。また、個別学力試験の

数学・理科の配点は 300 点満点とし、理系科目を得意とする学生を選抜できるよ

うにしている。このようなセンター試験と個別学力試験を組み合わせた入試選抜

は平成９年度から実施しており、ここ数年の競争倍率は、平成２０年度前期日程

3.1倍、平成２１年度前期日程 2.1倍と、２倍以上を維持している。したがって、

現行の入試方法は本プログラムを達成するための学生選抜に一定の機能を果たし

ていると判断している。（引用・裏付資料 3.1(1)-4） 

	
 推薦入試は応用生物科学科の教育・研究内容に興味を持つ学生を選抜する目的

で行っており、化学と生物に強い興味をもち、人物・健康・能力・素質・適性等

で高等学校長が責任を持って推薦できる学生を選考対象としている。また、卒業

見込あるいは卒業後１年以内の生徒を、一校から２名まで推薦できることとした。

受験生に大学入試センター試験を課さず、書類審査および学科独自の口頭試問に

より入学者を選抜している。口頭試問では基礎学力判定面接と一般口頭面接を課

し、受験生１人あたり合計 40分程度を費やして判定している。すなわち、英語と

理科（化学と生物）の口頭試問の問題を学科内の入試委員会で作成する。面接前、

別室において受験生に 30分間問題を提示した後、提示した問題に関する口頭試問

を 20分程度行い、これら科目の基礎学力を判定している。さらに、学生の資質・

コミュニケーション能力を判断する目的で一般口頭面接を行う。書類審査は、本

学科に推薦入試で受験する志望理由書、高校における活動状況（運動や文化活動）

を点数化し、これに高校における学業成績（調査書）を合算し判定している。こ

のようにして、本学科の教育・研究に興味をもち、一定の基礎学力とコミュニケ
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ーション能力を兼ね備えた優秀な学生を選抜するようにしている。（引用・裏付資

料 3.1(1)-5） 

	
 応用生物科学科では、社会人経験を５年以上有する年齢２３歳以上の者を対象

に、社会人特別選抜を実施している。選抜方法として、大学入試センター試験お

よび個別学力検査を免除し、面接（本学科に対する適正；英語、化学および生物

に関する基礎知識等）、出願書類（出身高等学校長からの調査書及び自筆の志望理

由書）及び健康診断の結果で総合的に判断している。（引用・裏付資料 3.1(1)-5）

この特別選抜は平成１３年から開始され、平成１７年度入学者選抜において１名

の応募があり、同年度に１名が入学している。 

 

	
 平成 20年度には、大学入学者選抜方法に関する研究報告書をまとめた（宮崎大

学アドミッション専門委員会）。その中で、本学科の入試制度と入学した後の学生

の成績を、学年ごとに「秀＋優５０％以上」の比率で見ると、入試制度間に大き

な差異はなく、満足できる結果を得ている。（引用・裏付資料 3.1(1)-6） 

 

(iii)選抜方法の学内外への開示方法 

入学試験については、大学のホームページによる案内と電話による問い合わせ

で対応している。また、学科のホームページでも公開している。その他、過去に

本学科を受験した学生の出身高校を含め全国約 2000校に、農学部広報委員会ある

いは学科から選抜方法に関する説明が記載された農学部・各学科のパンフレット

等を送付している。（引用・裏付資料 3.1(1)-7） 

 

	
 その他、九州各地での高校側からの要望などに応えて、農学部広報委員会が各

地で入学説明会を開催している。応用生物科学科の教員も宮崎県内外からの要請

に対して出前講義などを実施している。さらに、日本農芸化学会西日本支部，宮

崎県化学教育懇談会などの支援の下「科学講演会」を実施し、また宮崎県教育委

員会との共催による中・高生を対象とした「宮崎サイエンスキャンプ（科学どっ

ぷり合宿）」などに積極的に参加し、近年問題となっている中高生の理科離れ対策

にも積極的な活動を行っている。また、一般市民を対象とした公開講座などの開
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催にも積極的に協力している。（引用・裏付資料 3.1(1)-8〜12） 

 

引用・裏付資料名	
 

3.1(1)-1  平成 21年度入学者選抜要項の関連部分 （p. 3-1～3-7） 

3.1(1)-2  平成 21年度学科パンフレットの関連部分 （p. 3-8～3-9） 

3.1(1)-3  ホームページでの学科のアドミッションポリシーの関連部分 （p. 3-10～

3-11） 

3.1(1)-4  平成 17，18，19，20年度の入学者数，応募者数データ （p. 3-12～3-15） 

3.1(1)-5  平成 21年度特別選抜学生募集要項の関連部分 （p. 3-16～3-19） 

3.1(1)-6  平成 20年度大学入学者選抜方法に関する研究報告書（表紙） （p. 3-20） 

3.1(1)-7  学部および学科パンフレット送付先例関連部分 （p. 3-21～3-23） 

3.1(1)-8  平成 17年度「食の科学とバイオテクノロジー」－農芸化学に関するセミ

ナーin 宮崎－、「市民フォーラム」および「第 12 回高校生のための生

命科学に関する講演会」（表紙）（p. 3-24） 

3.1(1)-9  平成 18年度科学技術シンポジウム in宮崎 2006（表紙）（p. 3-25） 

3.1(1)-10 平成 20年度科学夢ロマン事業推進委員会実施要項（表紙）（p. 3-26） 

3.1(1)-11 科学どっぷり合宿のしおり（表紙） （p. 3-27） 

3.1(1)-12 平成 21年度公開講座ポスター （p. 3-28） 

 

実地審査閲覧資料名	
 

1. 平成 21年度入学者選抜要項（資料番号	
 ８） 

2. 平成 21年度特別選抜学生募集要項（資料番号	
 ８） 

3. 平成 21年度応用生物科学科パンフレット（資料番号	
 １） 

4. 平成 20年度大学入学者選抜方法に関する研究報告書（資料番号	
 ９） 

5. 学科パンフレット送付先 (資料番号	
 １) 

6. 平成 17 年度「食の科学とバイオテクノロジー」－農芸化学に関するセミ

ナーin宮崎－、「市民フォーラム」および「第 12回高校生のための生命科

学に関する講演会」資料（資料番号	
 １） 

7. 平成18年度科学技術シンポジウム in宮崎2006講演会資料（資料番号	
 １） 
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8. 平成 20年度科学夢ロマン事業推進委員会実施要項（資料番号	
 １） 

9. 科学どっぷり合宿のしおり（資料番号	
 １） 

 

(2)プログラム履修者を決める具体的方法の開示とそれに基づく履修者決定 

(i)決定の基本方針 

本プログラムへの受け入れ学生は本学科への入学者全体であり、すなわち“入

学者=プログラム履修者”である。 

 

(ii)	
 具体的決定方法 

本学科の入学者全員がプログラム履修者であるので、上述した入学者選抜方法

がプログラム履修者の決定方法に相当する。 

 

(iii)決定方法の開示方法 

本学科の入学者が JABEEプログラム履修生となることについて、入学者選抜要

項と学生募集要項、学部・学科パンフレットや学科ホームページ等で公開すると

共に、オープンキャンパスや進学説明会等において周知している。さらに、「新入

生オリエンテーション」で学生に対して JABEE プログラムに関する説明を行い、

入学生に対する周知も徹底している。（引用・裏付資料 3.1(2)-1〜4） 

 

引用・裏付資料名	
 

3.1(2)-1  プログラム履修者名簿関連部分 （p. 3-29～3-30） 

3.1(2)-2  平成２１年度入学者選抜要項関連部分（p. 3-31～3-33） 

3.1(2)-3  学部および学科パンフレット関連部分 （p. 3-34～3-38） 

3.1(2)-4  新入生オリエンテーション資料の関連部分 （p. 3-39～3-44） 

 

実地審査閲覧資料名	
 

1. プログラム履修者名簿 (資料番号	
 ６) 

2. 新入生オリエンテーション資料 (資料番号	
 ２) 

 

(3)編入方法および編入基準の開示とそれに基づく選抜の実施 
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(i)選抜の基本方針 

	
 宮崎大学農学部において編入学生の受け入れ学年は第３年次である。宮崎大学

農学部３年次編入学学生募集要項の出願資格は以下のとおりである。（引用・裏付

資料 3.1(3)-1，2） 

 

（１）「学士の学位」を有する者及び今年度に学士の学位を授与される見込み

の者 

（２）短期大学または高等専門学校を卒業した者及び今年度に卒業見込みの者 

（３）修了年限４年以上の大学に今年度の３月まで２年以上在学（休学期間を

除く）し、６２単位以上を習得している者および習得見込みの者 

（４）外国において、学校教育における１４年以上の過程を修了した者及び今

年度３月までに修了見込みの者 

（５）専修学校の専門課程のうち、文部科学大臣の定める基準（修了年限が２

年以上で、かつ、課程の修了に必要な総授業時間数が 1,700 時間以上で

あること）をみたすものを修了した者及び今年度３月までに修了見込み

の者 

（６）食品・生物工学又はそれに関連する分野を専攻した者 

 

(ii)具体的選抜方法および選抜基準 

	
 選抜方法は、英語、専門科目の試験（生物化学又は食品栄養学から１科目を選

択）および面接で行っている。選抜の方針としては、英語及び専門科目の基本的

な知識が備わっていることを重視している。（引用・裏付資料 3.1(3)-1） 

 

(iii)選抜方法および選抜基準の学内外への開示方法 

	
 募集要項およびホームページにて掲載している。（引用・裏付資料 3.1(3)-3，4） 

 

引用・裏付資料名	
 

3.1(3)-1  編入学規則 （p. 3-45～3-46） 

3.1(3)-2  平成２２年度宮崎大学第３年次編入学学生募集要項の関連部分 （p. 3-47

～3-53） 
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3.1(3)-3  編入学試験要項送付先（例） （p. 3-54～3-55） 

3.1(4)-4  ホームページでの編入学要項（関連ページ） （p. 3-56） 

 

実地審査閲覧資料名	
 

1. 編入学試験要項送付先(資料番号	
 ８) 

 
 
◎「入学および学生受入れ方法」について表１に記入した点数と判定理由 
 
本学科では多様な入試を実施しているが、いずれの方法も当該プログラムの学

習・教育目標を達成するため必要な資質を持った学生を入学させるために厳格に

実施され、その方法も公開されている。従って、５と判断した。 
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３．２	
 教育方法	
 

(1)カリキュラムの設計と開示 

(i)学習・教育目標を達成させるためのカリキュラム設計	
 

	
 表６に共通教育、基礎専門科目および専門科目の体系化されたカリキュラムの

講義の流れを示している。（引用・裏付資料 3.2(1)-1） 

 

	
 学科の専門科目に関して、学生は、まず１年次において学科の基礎となる基礎

生物学、基礎化学および物理化学を履修し、高校時代の生物と化学の知識を再確

認する。つぎに、これらの知識を基に、分析化学、無機化学と有機化学を履修し、

化学に対する基本的な知識を修得する。２年次では、これらの基礎知識に基づき、

生物化学を履修させると共に、栄養化学、酵素化学、微生物化学、食品製造学等

の科目を配置し、またここで学んだ項目を実践・応用させるために、生物学実験、

分析化学実験、有機化学実験等を必修として開講している。さらに、平成 15年度

より、英語力を強化するために、化学英語Ⅰ，Ⅱを設けており、専門分野での英

語力、とくに読解力の向上を図るようにしている。 

	
 ３年次では、より応用的･先端的な科目を選択として開講し、学生にとって特化

された教育を受講できる体制を整えている。さらには、課題探求能力やデザイン

力を鍛えるために、入門セミナーⅡを必修として開講している。 

４年次では、学生は卒業に必要な単位はほとんど履修しており、したがって大

半は卒業論文の作成に費やされている。応用生物科学科では、350時間以上を卒業

論文に費やすことを要求しており、この中で、課題探求能力、デザイン力、自己

学習能力を育成するように努めている。（引用・裏付資料 3.2(1)-2） 

	
 なお、入学後オリエンテーション時に本学科学生に対し、履修モデルとして食

品衛生監視員・管理者、教員免許状（高校理科および農業）などの取得に必要な

カリキュラムも例示している。（引用・裏付資料 3.2(1)-3） 

 

	
 上述した教育目標を達成するために、以下の科目が設定されている。（引用・裏

付資料 3.2(1)-4，5） 
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(A)地域や国際社会がかかえる生命・食料・環境に関わる問題とその解決策を身近

な地域から地球規模までを視野に入れて、科学的に考える能力とその応用開発

能力を身につけさせる。 

・	
 共通教育科目（人間と文化、現在社会の課題他、合計２０単位以上）で対応し

ている。 

・	
 学部共通科目（生命、食料、環境）から各 2単位を履修する。 

 

(B)技術者として、地域および国際社会への貢献を常に意識し、このことにより身

につけた知識・技術が社会および環境に及ぼす影響を認識し、その責任の重さ

を自覚する能力を身につけさせる。 

・	
 技術者倫理１単位および遺伝子工学、食品衛生学等の講義で延べ 20 時間以上

行っている。 

 

(C)応用生物科学分野における技術的課題に関して国内外で通用するような記述力、

口頭発表能力及びコミュニケーション能力を身につけさせる。（コミュニケー

ション能力） 

・	
 共通教育として、コミュニケーション英語、英語 4単位を必修として履修する。 

・	
 専門英語として、2年次前後期に化学英語Ⅰ、化学英語Ⅱおよび 3年次後期に

科学英語を設けている。さらに、日本語のコミュニケーション能力を身につけ

させる科目として日本語コミュニケーションを履修させる。 

・	
 入門セミナーⅡでは、課題を自分で設定し、資料をインターネット等で収集・

整理し、さらに講演要旨作成およびパワーポイント等を用いた口頭発表を義務

づけている。 

・	
 卒業論文の作成と研究発表を通じて、データの整理、論文作成、口頭発表能力

を養うようにしている。 

 

(D)応用生物科学分野に関連する社会の変化に対応して継続的、自発的に学ぶ学習

能力を身につけさせる。（生涯自己学習能力） 

・	
 主に２年次で開講されている実験科目（生物学実験、分析化学実験、有機化学
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実験等）のデータの分析やレポートの考察を通じて学習させている。 

・	
 社会の変化に対応、または認識させるために、学外研修（インターンシップ）

を行っている。 

・	
 社会で求められている事柄を認識するために、社会人を招いた講義（応用生物

科学概論）を行っている。 

・	
 卒業論文では、継続的，自発的に学び、調べる能力を身に付けさせている。 

 

(E)応用生物科学分野に関する先端的、独創的な科学技術に寄与できる基礎的能力

と創造力を身につけ、さらに目的達成のために計画的に調査研究を進め、まと

める能力を修得させる。（デザイン能力、まとめる能力、問題解決能力） 

・	
 応用生物科学概論と入門セミナーⅠでは、この分野の最新の知見をわかりやす

く教授している。 

・	
 ３年次開講の実験科目（植物生産化学実験、食品栄養化学実験等）を通じて、

まとめる能力と問題解決能力を育成している。 

・	
 ３年次開講の実験科目（植物生産化学実験、食品栄養化学実験等）で、デザイ

ン能力をつけさせるために、実験計画のデザインを課題として与えている。 

・	
 卒業論文では、研究目的を実現できるような実験を計画，実施し、（デザイン

能力）、論文作成を通じてまとめる能力を育成している。 

・	
 卒業論文のテーマを広く地域から募集している（社会で求められている事柄を

十分に認識し、その要望に応えて研究の立案を行い、それに従って実験をし、

まとめて発表する）（デザイン能力、まとめる能力、問題解決能力） 

 

(F)数学、生物と化学を主とする自然科学および情報技術に関する基礎的知識を身

につける。 

・	
 数学については、共通教育において「数学の考え方」を履修させる。この科目

は選択科目であるが、全員の学生が履修している。さらに専門教育において基

礎生物統計学を必修として履修させる。 

・	
 自然科学関連科目として、基礎生物学、基礎化学、物理化学、有機化学、無機

化学等を設定し、履修させる。 



 

38 

 

・	
 情報技術に関しては、1年次で受講する情報科学入門で主として対応している。

その他、入門セミナーⅡの課題を解決する課程で、インターネット等の取り扱

いやワープロ、表計算およびプレゼンテーションなどのソフトを使えるように

している。 

 

(G)下記の７分野の応用生物科学に関する専門的技術に関する基礎知識とそれら

を応用できる能力を身につけさせる。 

	
 「応用生物化学、微生物機能開発学、遺伝子工学、植物機能開発学、植物生産

化学、食品製造学、食品栄養生化学」 

 

	
 これらの分野に対応する授業科目が設定されている。具体的には、①応用生物

化学分野として生物化学、タンパク質化学、酵素化学、糖質化学等、②微生物機

能開発学分野として微生物学、微生物化学、微生物機能開発学等、③遺伝子工学

分野として遺伝子工学、細胞工学等、④植物機能開発学分野として植物遺伝・育

種学、植物遺伝資源学等、⑤植物生産化学分野として植物栄養・肥料学、環境土

壌学等、⑥食品製造学分野として農産食品製造学、畜産食品製造学、水産食品製

造学等、⑦食品栄養生化学分野として栄養化学、食品化学等がある。	
 

 

	
 共通教育は学則では 4 年次までに単位を履修すれば良いことになっているが、

ほとんどの学生が 2 年次終了時までに卒業に必要な単位を取得完了している。共

通教育は、大学教育基礎科目（日本語コミュニケーション、情報科学入門、英語、

コミュニケーション英語、初修外国語、保健体育科目）、主題教養科目（現代の社

会と倫理、人間と文化、現代社会の課題、自然と生命）および選択共通科目から

構成されている。1年次において共通教育を履修しながら、平成 12年度の農学部

改組のキャッチフレーズでもある生命・食料・環境を概論的に学ぶために設定さ

れた農学部共通科目 4 群（環境科学Ⅰ群 3 科目、環境科学Ⅱ群 3 科目、食料科学

群 3科目および生命科学群 3科目）からそれぞれ 1科目 2単位以上を履修する。

同時に基礎化学、基礎生物学、分析化学など専門基礎科目を履修するが、これら

の科目は高校における理科科目の多様な履修状況を勘案して、すべて必修として
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いる。 

 

(ii) カリキュラムの教員および学生への開示方法 

	
 入学後の新入生オリエンテーションで、学科長が学生に対してカリキュラムと

カリキュラム設計の趣旨について説明し、理解を図っている。その後も、各年度

の最初に学科オリエンテーションを実施し、クラス担任が当該年度の学習内容に

ついてガイダンスを行っている。また、これらの事項については、すべてホーム

ページで公開している。さらに、学習教育目標と講義科目との対応関係をシラバ

スとポートフォリオに明示し、履修中の科目がカリキュラムにおいて占める役割

を学生が常に確認できるよう配慮している。（引用・裏付資料 3.2(1)-6） 

	
 教員への開示については、毎年すべての教員にキャンパスガイド（学生便覧）

を配布し、カリキュラムの確認を行っている。さらに、それぞれの学習内容や学

生の到達度については、教育効果改善連絡会議で紹介し意見交換を行っている。 

 

引用・裏付資料名	
 

3.2(1)-1  表６	
 各学習・教育目標を達成するために必要な授業科目の流れ （p. 3-57～

3-60） 

3.2(1)-2  応用生物科学科の学生教育プロセス （p. 3-61～3-63） 

3.2(1)-3  履修モデル （p. 3-64～3-72） 

3.2(1)-4  学科授業要覧 （p. 3-73～3-75）	
  

3.2(1)-5	
 平成21年度授業時間割の関連部分例 （p. 3-76～3-77） 

3.2(1)-6  ポートフォリオの様式（p. 3-78～3-81） 

 

実地審査閲覧資料名	
 

1. 平成21年度授業時間割（資料番号	
 １０） 

 

(2)科目の授業計画書(シラバス)の作成・開示とそれに従った教育の実施 

(i)	
 各科目のシラバス（カリキュラム中での位置付け、教育内容・方法、達成目

標、成績評価方法・評価基準を明示）の作成 

本学科では、農学部シラバス（引用・裏付資料 3.2(2)-1）とは別に、学科独自の
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シラバスの書式を平成 12 年度から検討し、平成 13 年度以降、現行の書式による

シラバスを全プログラム受講生へ配布している。（引用・裏付資料 3.2(2)-2）配布

は、前期・後期の開講時に各年次単位で一括して行っており、初回の講義におい

て講義担当教員はシラバスを用いながら講義計画を説明している。教員によって

は、単元毎にシラバスのどこまでを講義したかを明示するなど、より積極的な活

用をしている。学生による授業評価の結果では、シラバスは「わかりやすい」と

いう回答がおおよそ 80％を超えており、学生がシラバスによく目を通していると

判断できる。（引用・裏付資料 3.2(2)-3） 

	
 本学科シラバスの特徴は、講義名に加えて担当教員名、必修・選択の別、単位

数などを記述し、さらに「講義の目標」、「教育目標」、「JABEE 教育目標での位置

付け」、「受講生へのメッセージ（教員によっては予め履修しておいて欲しい専門

基礎科目などを加筆）」、「評価方法（試験方法と評価基準など）」、「参考図書」、

「授業計画（単元別や毎回の講義について、その内容を記述）」とそれぞれの単元

や毎回の講義で覚えて欲しい「重要なキーワード」、「昨年度の授業評価から担当

教員が改善しようとする点（講義担当教員が前年度の授業評価を基に今年度の講

義において改善する点を明示する）」の順に詳細に記述している。 

 

(ii)	
 各科目における達成目標設定の際の社会の要請する水準の考慮方法 

	
 それぞれの教員が、担当する科目の教科書、参考書、公務員試験や各種試験の

試験問題等や、各種学会・協会の大会や会議において収集した情報や知見などを

考慮しながら、その水準を判断している。そのいくつかの例を引用・裏付資料

3.2(2)-4に示している。また、定期的に企業等へのアンケートを行い、その時点に

おける社会からの要請事項の把握に務めている。（引用・裏付資料 3.2(2)-5） 

 

(iii) シラバスの開示方法 

上述した通り、印刷したシラバスをすべての学生に学期開始時に配布している。

また、学科ホームページにも公開し、必要な折にはいつでもダウンロードできる

ようにしている。（引用・裏付資料 3.2(2)-6） 
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(iv)シラバスに従った教育の実施 

本学科のシラバスは、基本的に毎回の講義内容を具体的に記載するようになっ

ている。そのシラバスに基づき教育効果改善連絡会議を行い、個々の教員がシラ

バスに沿った講義を実施したかどうかについて報告を行っている。 

 

引用・裏付資料名	
 

3.2(2)-1  学部シラバス例（p. 3-82～3-83） 

3.2(2)-2  学科シラバス例 （p. 3-84～3-87）  

3.2(2)-3  平成１９年度 「学生による授業評価」報告書の関連部分（p. 3-88～3-93） 

3.2(2)-4  各科目における達成目標設定の際の社会の要請する水準の根拠例 （p. 

3-94～3-98）  

3.2(2)-5  平成２１年度企業アンケート結果（p. 3-99～3-102）	
  

3.2(2)-6  学科シラバスのホームページ上での開示例 （p. 3-103～3-106） 

 

実地審査閲覧資料名	
 

1. 学科シラバス（プログラムに関連する全科目）（資料番号	
 １１） 

 

(3)授業等での学生支援の仕組みとその開示・実施 

(i)	
 学生支援の仕組み 

1)	
 新入生ガイダンスと学年オリエンテーション 

	
 入学後、前期の講義が開講される前に新入生オリエンテーションを行い、履修

上の注意や取得資格、JABEE についての説明などを行っている。また、在学生に

対しては、前期の講義開始前にクラス担任（後述）がオリエンテーションを行い、

シラバスの配布、アンケート調査、単位取得状況の確認や個別の履修指導等を行

っている。（引用・裏付資料 3.2(3)-1，2） 

 

2)	
 授業評価アンケートとその結果に対する教員の対応 

	
 前・後期定期試験終了後、学科の教育点検連絡会議、教育効果改善連絡会議や

学生による授業評価の集計結果やコメントなどから問題点を洗い出し、より良い

講義を実施すべく継続的に授業方法・内容を改善するように努めている。個々の
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教員の授業改善点については、学期末にまとめて研究室の廊下等に掲示し、また、

次年度のシラバスにも明示している。（引用・裏付資料 3.2(3)-3〜6） 

 

3)	
 クラス担任 

	
 最も基本的な学生支援制度として、クラス担任制度を設けている。クラス担任

として教員を各学年２名配置し、入学時から卒業まで一貫して学生の学習支援や

厚生補導を行っている。（引用・裏付資料 3.2(3)-7）クラス担任は、学期末に学生

の単位取得状況や成績を確認し、全学生に対して個別に学習上のアドバイスを行

っている。また、3年次生のクラス担任は農学部学生支援委員会（引用・裏付資料

3.2(3)-8）の委員となり、4 年次生のクラス担任と協同して学生の就職指導に当た

る。さらに、保護者にも協力を得るために、成績を郵送して就学現況を通知して

いる。  

 

4)	
 補講の実施 

	
 通常の講義で理解が不十分である学生に対し、教員は必要に応じて補講等を行

うことがある。試験に不合格となった学生に対しては、試験問題の解説を行って

いる。また、いわゆるボーダーライン上にある学生のケアについては、クラス担

任のみに負担させず、学科会議や教育効果改善連絡会議で当該学生の学習状況に

ついて定期的に議論し、学科教員全員が情報を共有できるよう配慮している。（引

用・裏付資料 3.2(3)-9） 

 

5)	
 インターンシップ制度 

	
 学外研修（インターンシップ）を平成１５年度から開始した。学生は夏季休業

中に県内の関連企業や研究機関に赴き、実習を行う。現地実習を通して、社会か

ら求められる技術者の資質や能力について見識を深めることができるよう配慮し

ている。（引用・裏付資料 3.2(3)-10） 

 

6)	
 	
 TA（Teaching Assistant）制度の活用 

	
 本制度は平成 4年度から実施され、優秀な大学院学生を教育補助業務に採用し、

卒論や学生実験・実習において学部学生に対する補助・助言を行っている。また、



 

43 

 

宮崎大学農学工学総合研究科博士課程でも、平成20年度からTA制度が実施され、

修士課程の学生と同様に、学生への教育補助を行っている。本学科においては、

すべての修士の学生を TAにし、すべての学生実験に配置し、より細やかな学生の

指導の補助を行っている。（引用・裏付資料 3.2(3)-11） 

 

7)	
 投書箱 

農学部教務厚生係前に学部長への投書箱が設置されている。学生からの投書と

いう形で寄せられた種々の要望等に学部として対応している。 

 

8）オフィスアワーの設置 

	
 すべての教員が、それぞれの受け持ちの講義科目・実験に関する質問等に対応

するためにオフィスアワーを設定している。オフィスアワーの時間はシラバスに

明示している。 

 

(ii)	
 学生支援の仕組みの開示方法 

上述した学生支援の仕組みは、キャンパスガイド（学生便覧）や学科シラバス

に記載されており、オリエンテーション等において学生に周知している。また、

ホームページにも同様の内容が掲載されている。（引用・裏付資料 3.2(3)-12，13） 

	
 

(iii)	
 学生支援の仕組みの活動実績 

ここに述べた「クラス担任制度」や「オフィスアワー制度」のような学生支援

の仕組みは、いずれも継続的に行われており、それぞれに実績がある。 

 

引用・裏付資料名	
 

3.2(3)-1  新入生オリエンテーション資料の関連部分 （p. 3-107～3-112） 

3.2(3)-2  各学年オリエンテーションの資料（p. 3-113～3-115） 

3.2(3)-3  教育効果改善連絡会議の資料（p. 3-116～3-117） 

3.2(3)-4  平成 21年度「学生による授業評価」調査票 （p. 3-118～3-119） 

3.2(3)-5  平成 19年度「学生による授業評価」報告書の関連部分（p. 3-120～3-125） 

3.2(3)-6  改善点の告知（掲示）（p. 3-126） 
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3.2(3)-7  平成 21年度キャンパスガイドの関連部分（p. 3-127～3-128） 

3.2(3)-8  農学部学生支援委員会規定（p. 3-129） 

3.2(3)-9  学科会議資料（ボーダーの学生についての議論）（p. 3-130～3-132） 

3.2(3)-10 平成 20年度学外研修受講者名簿および受入先一覧（p. 3-133） 

3.2(3)-11 TA取り扱い要項および平成２０年度の実績（宮崎大学大学院農学研究科、

博士課程農学工学総合研究科） （p. 3-134～3-137） 

3.2(3)-12 平成 21年度キャンパスガイド関連部分（p. 3-138～3-151） 

3.2(3)-13 学生支援に関するホームページ（トップページ）（p. 3-152） 

 

実地審査閲覧資料名	
 

1. 平成 19年度「学生による授業評価」報告書（資料番号	
 １２） 

 

(4)学生自身の達成度点検と学習への反映 

本学科が学生へ年度前・後期に配布するシラバスに、学習・教育目標、達成度

の評価法、および試験やレポートの採点基準を記載しており、これに従って達成

度を評価している。さらに、その成績評価の妥当性を明らかにするため、試験答

案の一部を保存し、それを他教員にも開示している。試験の解答例や講評を研究

室ドアや学生掲示板等に掲示し、学生がいつでも閲覧できるようにしている。（引

用・裏付資料 3.2(4)-1） 

	
 試験の答案やレポートの返却に関しては、教員のコメントを記載した答案やレ

ポートを個々の学生に手渡しで返却することにしている。その際、理解不足の点

や間違えた点などを学生に指摘することで、学生が自分自身の中間・最終の達成

度を評価できるよう配慮している。また、教員によっては成績不良者に補講を実

施し、併せて、自学自習のための方策も指導している。なお、学生の講義に対す

る達成度は学則に準じて、100 点満点の 90 点以上を秀、80 点～89 点を優、70 点

～79 点を良、60 点～69 点を可、60 点未満を不可としている。（引用・裏付資料

3.2(4)-2） 

その他、各学年のクラス担任は担当クラスの学生の成績を期末に確認し、成績

不良者には個別に注意を与えると同時に、履修指導を行っている。また、学生自
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身で達成度を点検できるように、ポートフォリオを整備し、３年生から順次実施

している。（引用・裏付資料 3.2(4)-3） 

 

引用・裏付資料名	
 

3.2(4)-1  試験の解答や採点の講評に関する掲示（例）（p. 3-153） 

3.2(4)-2  試験答案（例） （p. 3-154～3-160） 

3.2(4)-3  ポートフォリオの実施例（p. 3-161～3-162） 

 

実地審査閲覧資料名	
 

1. 各講義資料ファイル（資料番号	
 ２４）	
  

 
 
◎	
 「教育方法」について表１に記入した点数と判定理由 
 
以上述べたように、本プログラムのカリキュラムを構成する授業科目は、学科

の理念と目的に添った学習・教育目標が達成できるように設定されおり、１年次

から４年次にかけて基礎から専門の知識を体系的に学習できるように考慮されて

いる。このカリキュラムはキャンパスガイド（学生便覧）、シラバスおよびホーム

ページにより開示している。一方、学生自身による達成度の点検については、シ

ラバスで評価方法、採点基準、配点を明示し、解答例の明示および答案の返却を

行っている。また、ポートフォリオを用いた、学生自身による到達度点検の仕組

みも導入されている。これらのことから現時点で５と判断した。	
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３．３	
 教育組織 

(1)教員の数と能力および教育支援体制	
 

(i)	
 教員の数と能力	
 

応用生物科学科の教員数は現員 18人である。２大講座で構成されており、教員

の配置は、生物機能科学講座に教授 5 人、准教授 4 人、助教１人、食品機能化学

講座に教授 4 人、准教授 3 人、助教１人となっている（引用・裏付資料 3.3(1)-1，

2および添付資料）。 

共通教育・専門教育における講義担当は個人調書に示すとおりである。これら

が当該プログラムを実施する教員数であるが、その他特定の講義科目について他

大学・他学部教員に非常勤講師を依頼している。 

本学科の教員は、助教で採用され、その後准教授、教授へと昇進しているほか、

他大学などからの転籍などでも採用されているため、教育経験は豊富である。ま

た、教員の講義科目の担当は研究業績の内容に対応したものとなっている。前回

の審査から本学科の教員に採用されたのは助教１名であり、多様な経歴の観点か

ら、民間企業の経験者を採用した。 

すべての本学科教員は学科のカリキュラムをよく理解しており、学科教育点検

連絡会議、教育効果改善連絡会議などにも積極的に参加している。したがって、

本学科教員はプログラムの学習・教育目標を達成するために設計された教育カリ

キュラムを適切に運営し、教育成果を上げるための一定水準以上の能力を有して

いると判断している。 

 

(ii)	
 教育支援体制 

	
 教員の教育に対する支援体制として、以下のようなものが上げられる。原則と

して、本学科教員が担当する全授業科目が支援の対象となっている。 

1） 本学科の教育に係る事務はすべて宮崎大学事務局ならびに農学部事務部から

の支援を受けている。 

2） 農学部庶務係に学科担当の非常勤職員が配置されており、講義資料の複写や

授業評価の取りまとめなど教育に係る実務をサポートする。 

3） 宮崎大学が実施する FDに関する研修会へ積極的に参加して、教育方法などの
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改善に役立つ情報を収集し、学科会議で紹介している。 

4） 本学科で開講するすべての実験・実習には TA制度を利用し、教育効果を上げ

るようにしている。 

5） 平成１８年から３年間かけて講義室の設備が充実され、現在、すべての講義

室に空調と視聴覚設備を完備した。昨年度からは老朽化した机と椅子の更新

が複数年の計画で進行している。学科でも、OHP や液晶プロジェクター，ノ

ート型 PCなどを整備した他、個人的に OHPや液晶プロジェクターを所有・

利用している教員もいる。 

6） 教育内容が密接に関連している授業科目の担当教員間でそれらの教育内容や

重複の調整を行っている。 

7） 共通教育の運営を含む学士教育の重要事項は全学委員会である宮崎大学大学

教育委員会において審議されている。また、全学的な FD計画および FD研修

会は大学教育委員会の下部組織である宮崎大学 FD 専門委員会で企画実施さ

れる。（引用・裏付資料 3.3(1)-3，4） 

8） 文部科学省から特別教育研究経費（教育改革）の支援を受け英語学習 e-learning

システムの整備が進められている。この事業は宮崎大学大学教育委員会の下

部組織である英語学習プログラム実施委員会が主体となり進められている。

このことに伴い、共通教育における英語学習プログラムが変更され、学力別

クラス編成導入と学習時間の延長が図られた。同 e-learningシステムには技術

英語のプログラムも含まれており、専門教育と連携した４年間トータルの英

語学習環境が整備されている。（引用・裏付資料 3.3(1)-5） 

9） 大学教育に関する調査研究を事業の一つとする「教育研究・地域連携センタ

ー」が平成 19年４月に発足した。同センターには、6名の教員と 1名の事務

職員が所属しており、学士教育環境と教育方法等に関する研究成果のフィー

ドバックや上述の英語学習システムの維持管理などへの支援を行っている。

（引用・裏付資料 3.3(1)-6）。 

  

引用・裏付資料名	
 

3.3(1)-1  表７	
 教員一覧表（p. 3-163～3-168） 
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3.3(1)-2  表８	
 教員の担当している授業科目と活動状況（p. 3-169～3-175） 

3.3(1)-3  宮崎大学大学教育委員会規定（p. 3-176～3-178） 

3.3(1)-4  宮崎大学 FD専門委員会細則（p. 3-179～3-180） 

3.3(1)-5  平成２０年度特別教育研究経費（教育改革）「国際的に活躍できる専門職

業人育成を目指した学士課程一貫の英語学習プログラム」の概要（p. 

3-181） 

3.3(1)-6  「教育研究・地域連携センター」のホームページ（p. 3-182～3-183） 

      

実地審査閲覧資料名	
 

1. 「教育研究・地域連携センター」のパンフレット（資料番号	
 １９） 

 

(2)教員の質的向上を図る仕組み(FD)の存在、開示、実施 

(i)ＦＤの存在 

宮崎大学においては、平成１２年１１月に全学 FD委員会が発足し、FDに関す

る組織的な活動が開始された。その後、全学の FD活動の企画立案は宮崎大学大学

教育委員会の下部組織である「宮崎大学ＦＤ専門委員会」に引き継がれており、

現在も全学 FD 研修会の開催など継続的な FD 活動への取り組みがなされている。

（引用・裏付資料 3.3(2)-1） 

農学部ＦＤ委員会は平成１３年度に発足した。本委員会は、学部のＦＤ関連の

活動、支援、推進、授業評価のとりまとめと分析、および授業改善に関する業務

を行っている。授業評価の集計・分析と報告書の取りまとめは現在も継続的に行

われており、学部のＦＤ活動における重要な基礎資料となっている。（引用・裏付

資料 3.3(2)-2，3） 

 

(ii)	
 ＦＤの開示方法 

平成１２年度より毎年、全学的に宮崎大学ＦＤ報告書、または宮崎大学ＦＤ研

修会報告書を発行している。農学部においても、学生による授業評価を毎学期実

施し、その結果を集計した報告書を取りまとめ、開示している（引用・裏付資料

3.3(2)-3，4） 
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(iii)ＦＤの実績 

平成２０年度ＦＤ研修会が１１月１４日に宮崎大学教育研究・地域連携センタ

ーで開催され、本学科から事例紹介を行った。このＦＤ研修会には本学科教員が

数名参加した。また、本学科の教員は上述のＦＤ専門委員会へ農学部委員として

出席している。また、個々の教員の講義の技術向上を図る仕組みと位置付けて、

新たに教員間による授業参観を実施した。さらに、本学科と工学部の間で設立さ

れた「技術者倫理ＦＤ懇話会」（旧農工ＪＡＢＥＥ推進委員会）へ本学科教員も複

数人が参加し、技術者倫理に関する知見を広げると共に、技術者倫理の教授方法

等について研究している。（引用・裏付資料 3.3(2)-5） 

 

引用・裏付資料名	
 

3.3(2)-1  宮崎大学ＦＤ専門委員会委員名簿（p. 3-184） 

3.3(2)-2  宮崎大学農学部ＦＤ委員会規程および議事要約例（p. 3-185～3-188） 

3.3(2)-3  「学生による授業評価」報告書	
 宮崎大学農学部（p. 3-189～3-190） 

3.3(2)-4  平成２０年度	
 宮崎大学ＦＤ研修会報告書（表紙）（p. 3-191） 

3.3(2)-5  技術者倫理ＦＤ懇話会	
 議事録例（p. 3-192） 

 

実地審査閲覧資料名	
 

1.「学生による授業評価」報告書	
 宮崎大学農学部（資料番号	
 １２） 

2. 平成２０年度	
 宮崎大学ＦＤ研修会報告書（資料番号	
 １３） 

3．技術者倫理ＦＤ懇話会資料（資料番号	
 １４） 

 

(3)教員の教育に関する貢献の評価方法の開示・実施 

(i)	
 教員の教育に関する貢献の評価方法 

教員の教育に関する貢献の評価方法について検討するため、平成 16年４月、学

科長、講座委員（2名）、学科ＦＤ委員会委員長の計 4名からなる教員教育貢献評

価委員会を設立した。同委員会において教員教育貢献評価指針を作成した（引用・

裏付資料 3.3(3)-1〜3）。また、農学部では、平成 20 年度に教員個人評価が試行さ

れ、平成 21年度より本格実施されている。（引用・裏付資料 3.3(3)-4） 
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(ii)	
 教育貢献評価方法の開示状況	
 

教員教育貢献評価指針について、学科会議で承認を得た後、ホームページで開

示している。 

 

(iii) 教育貢献評価の実績 

平成２０年度に、学科教員の教育貢献を評価し、学科長が３名の教員にベスト

ティーチャー賞を授与し、インセンティブを付与した（引用・裏付資 3.3(3)-5）。 

 

引用・裏付資料名	
 

3.3(3)-1  応用生物科学科教員教育貢献評価委員会規程（p. 3-193） 

3.3(3)-2  応用生物科学科教員教育貢献評価委員会議事要約（p. 3-194） 

3.3(3)-3  教員の教育に関する貢献の評価指針（p. 3-195） 

3.3(3)-4  教員個人評価に関する資料（依頼文、実施要項案等）（p. 3-196～3-199） 

3.3(3)-5  ベストティーチャー賞受賞者と特別功労賞受賞者への表彰状、ホームペ

ージ（p. 3-200～3-201） 

 

(4)科目間の連携・教育効果改善教員間連絡ネットワーク組織の存在と活動の実施 

(i) 教員間連絡ネットワークの存在 

1)本学科では、科目間の授業内容の調整は、教育点検連絡会議において専門領域の

近い科目を担当する教員間で行っている。また、共通教育に関しては、各学部

から選出されている共通教育担当者間の打ち合わせ（共通教育分野別部会）が

実施されている。（引用・裏付資料 3.3(4)-1） 

2）教育効果改善に関連して、学科 FD委員会、教育点検連絡会議および教育効果

改善連絡会議を設け、それぞれの委員会規定を学科ホームページで公開し、そ

の活動を紹介している。（引用・裏付資料 3.3(4)-2） 

3) その他、工学部の教員を中心に技術者倫理 FD 懇話会が設置され、学科教員も

主たるメンバーとして参加している。本懇話会には JABEEプログラムを持つ都

城高専の教員や県内在住の技術士も数名参加しており、技術者倫理教育の充実

に関する研究や企画を行っている。（引用・裏付資料 3.3(4)-3） 
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(ii)	
 教員間連絡ネットワークの活動実績	
 

教育点検連絡会議において教員間のシラバスの調整を行い、調整した結果は関

係科目のシラバスに反映されている。学科 FD委員会、教育点検連絡会議および教

育効果改善連絡会議は、基準６に示すような項目に関して検討・改善している。

（引用・裏付資料 3.3(4)-4）また、ベストティーチャー賞を受賞した教員の講義を

参観し、お互いの講義の改善を図っている。（引用・裏付資料 3.3(4)-5） 

技術者倫理 FD懇話会では、宮崎大学工学部、宮崎大学農学部、都城高専などで

技術者倫理とその教育に関心を持つ教員が月１回集い、技術者倫理、生命倫理等

の教授法に関する情報交換を行っている。平成 20年度には、学長裁量経費による

事業で、工学部および農学部の教員が原稿を持ち寄って技術者倫理の教材を作成

した。（引用・裏付資料 3.3(4)-6） 

 

引用・裏付資料名	
 

3.3(4)-1  宮崎大学共通教育分野別部会要項（p. 3-202～3-203） 

3.3(4)-2  学科 FD委員会、教育点検連絡会議および教育効果改善連絡会議事録例

（p. 3-204～3-212） 

3.3(4)-3  技術者倫理 FD懇話会議事録（p. 3-213）  

3.3(4)-4  教育点検連絡会議におけるシラバス調整の結果例（p. 3-214～3-215） 

3.3(4)-5  授業参観の実施（p. 3-216） 

3.3(4)-6  技術者倫理の教材（表紙）（p. 3-217～3-218） 

 

実地審査閲覧資料名	
 

1. 	
 学科 FD 委員会（資料番号	
 １５）	
 

2. 教育点検連絡会議（資料番号	
 １６）	
 

3. 教育効果改善連絡会議事録（資料番号	
 １７）	
 

4. 技術者倫理の教材（資料番号	
 １４）	
 

 
 
◎	
 「教育組織」について表１に記入した点数と判定理由 
 
以上、述べたように、本学科の教員組織は、プログラムの学習・教育目標を達
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成するにあたり、設定されたカリキュラムに基づいて適切な教育方法を展開し、

十分な教育効果をあげる能力をもっている。それを支える事務的な支援体制もあ

る。ＦＤ活動を通して、教員の質的向上を図ることも活発に行われている。教員

の教育に関する貢献の評価方法について、委員会を設置し、評価指針を策定し、

ベストティーチャー賞を選出した。科目間の連携、教育効果改善、教員間連絡ネ

ットワークに関して、学科 FD委員会、教育点検連絡会議および教育効果改善連絡

会議等で適切に対応している。これらのことから、５と判定した。 
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４．	
 基準４：教育環境	
 

４．１	
 施設，設備	
 

(1)教室，実験室，演習室，図書室，情報関連設備，自習・休憩設備および食堂等

の整備	
 

・教室：学部共通の講義室として、15 教室（収容人数：40 人～270 人）ある。エ

アコンの整備は 12 年度から開始され、現在全室が整備されている。また、液晶

プロジェクター・スクリーン等の視聴覚設備についても、平成 12 年度から整備

が開始され、現在全室が整備されている（引用・裏付資料 4.1(1)-1,	
 4.1(1)-3）。	
 

・実験室：第１学生実験室（S610 室）、第 2学生実験室（S728 室）、第 3学生実験

室（S616 室）とそれぞれ学生実験準備室（S601、S608、S727 室）がある。なお、

これらの実験実習室は、旧農業化学科として昭和 60 年 1 月に現住所に移転して

きた後、改組したため、収容人数は当時の学生定員 45 名で設計されており、現

応用生物科学科55名の学生のためには、２班に分けて各学生実験を行っている。	
 

・	
 図書館：図書類は、本学キャンパス内附属図書館に所蔵されている。学生は、

必要に応じて、図書館より貸し出し利用している。また、自学自習のためのス

ペースが用意されている(引用・裏付資料 4.1(1)-2）。	
 

・	
 情報関連設備：情報教育のために、宮崎大学総合情報処理センター(引用・裏

付資料 4.1(1)-4）が設置されている他、農学部サテライト実習室（コンピュー

ター50 台）があり、コンピューターに関する情報教育（教養教育：情報科学入

門）に提供されている。また、3 年後期から教官研究室へ分属された後、各研

究室のコンピューターによりインターネットや e-メール等を取り扱えるよう

にしている。各講義室のプロジェクターの整備に加え、各階の講義室通路天井

には無線 LAN が設置されており、必要に応じて講義室でインターネット等を使

用して講義が出来るようになっている(引用・裏付資料 4.1(1)-5）。	
 

・	
 休憩設備：休憩設備は、本学科としては用意していないが、学生は、下記の生

協食堂や喫茶室、農学部一階ラウンジで休憩している。	
 

・	
 自習室：学科として自習室は、特に整備していないが、学生実習室（S721）を、

セミナー等で使用しないときは、学生に開放している。	
 

・	
 食堂等：大学会館内に生協食堂と喫茶室が営業している。	
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・	
 農学部一階ラウンジではベンチ、テーブル、自動販売機が設置されている。	
 

（2）	
 機器・器具・備品：本学科教員および学科共通の備品類は資料のように、

分光光度計から原子吸光光度計などの実験・実習および卒論等で使用され

る分析機器・器具類等は完備している(引用・裏付資料 4.1(2)-1）。	
 

（3）	
 その他の特殊な機器類は、本学附属の産学連携センター（産学連携部門お

よび機器分析支援部門）、フロンティア科学実験総合センター（遺伝資源分

野およびRI分野）等に設置されている(引用・裏付資料4.1(3)-1,	
 4.1(3)-2,	
 

4.1(3)-3）。	
 

	
 

引用・裏付資料名	
 

4.1(1)-1.	
 学校建物構造用途別面積明細（概略）	
 (p.4-1〜4-5)	
 

4.1(1)-2.	
 附属図書館パンフレット（表紙）（学生配布用）	
 (p.4-6〜4-7)	
 

4.1(1)-3.	
 附属農業博物館パンフレット（学生配布用）（表紙）	
 (p.4-8〜4-9)	
 

4.1(1)-4.	
 総合情報処理センターパンフレット（表紙）	
 (p.4-10〜4-11)	
 

4.1(1)-5.	
 施設の充実例（学科セミナー室の整備）（p.4-12）	
 

4.1(2)-1.	
 機械器具備品登録一覧例	
 (p.4-13〜4-15)	
 

4.1(3)-1.	
 産学連携センターパンフレット（表紙）	
 (p.4-16)	
 

4.1(3)-2.	
 フロンティア科学実験総合センター実験支援部門	
 

	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 遺伝資源分野パンフレット（表紙）	
 (p.4-17〜4-18)	
 

4.1(3)-3.	
 教育研究・地域連携センターパンフレット（表紙）	
 (p.4-19〜4-20)	
 

	
 

実地審査閲覧資料名	
 

1.	
 学校建物構造用途別面積明細（資料番号	
 １８）	
 

2.	
 附属図書館パンフレット（学生配布用）（資料番号	
 １９）	
 

3.	
 附属農業博物館パンフレット（学生配布用）（資料番号	
 １９）	
 

4.	
 総合情報処理センターパンフレット（資料番号	
 １９）	
 

5.	
 機械器具備品登録一覧	
 （資料番号	
 １８）	
 

6.	
 フロンティア科学実験総合センター実験支援部門遺伝資源分野パンフ

レット（資料番号	
 １９）	
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7.	
 産学連携センターパンフレット（資料番号	
 １９）	
 

8.	
 教育研究・地域連携センターパンフレット（資料番号	
 １９）	
 

	
 

	
 

◎「施設，設備」について表１に記入した点数と判定理由	
 

以上述べたように、エアコンや液晶プロジェクター、無線 LAN 等、教育環境の整

備により、教室、実験室、図書館、情報関連施設、自習室、休憩室、食堂で概ね

学生の要求を満たしていると思われる。学科独自の休憩室や自習室の整備を行う

ことはスペース等の制約から不可能であるが、セミナー等で使用しないときは、

学生実習室（S721）を学生に開放している。従って本学部の教育環境としての施

設・設備は JABEE の求める最低基準は満たしていると判断した。これらのことか

ら、現時点で４と判断した。	
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４．２	
 財源	
 

(1)施設，設備の整備・維持・運用に必要な財源確保への取り組み	
 

教員個人に配分される予算は、50 万円前後であるため、学生実験・実習への拠

出はほとんど出来ないのが現状である(引用・裏付資料 4.2(1)-1,	
 4.2(1)-2,	
 

4.2(1)-3,	
 4.2(1)-4）。科研費や奨学寄附金等の外部資金の獲得に関係教員は努力

している（平成 19 年度は科研費、14,940 千円（7 件）：受託研究費、69,465 千円

（13 件）、共同研究費、10,273 千円（6件）、奨学寄付金、8,148 千円（12 件）；平

成 20 年度は科研費、11,700 千円（6 件）：受託研究費、48,343 千円（13 件）、共

同研究費、8,848 千円（9件）、奨学寄付金、8,950 千円（9件））(引用・裏付資料

4.2(1)-5,	
 4.2(1)-6）。	
 

2006 年度から、独立行政法人農業・食品産業技術総合研究機構生物系産業技術

研究支援センター	
 生物系産業創出のための異分野融合研究支援事業に「最先端

クルマエビ養殖技術の構築-安全・安心・健康なエビを作る-」が採択されている。

この事業は 2010 年度までのプロジェクトであり本学科の教員が、この事業の中核

を担っている。その他に、文部科学省の特別教育研究経費（研究推進）に、「無機・

生体触媒反応によるセルロース性資源等のバイオ燃料およびバイオ有価物への変

換プロセスの開発」も 2009 年度から採択され、また、文部科学省の特別教育研究

経費（連携融合事業）に、「農林畜産廃棄物利用による地域資源循環システムの構

築」も 2006 年度から採択されており、このプロジェクトにも本学科の教員が加わ

っている。	
 

	
 

引用・裏付資料名	
 

4.2(1)-1．平成１９− ２０年度学生校費	
 (p.4-21〜4-23)	
 

4.2(1)-2．平成１９− ２０年度教官校費	
 (p.4-24〜4-26)	
 

4.2(1)-3．平成１９− ２０年度連合農学研究科予算配分表	
 (p.4-27)	
 

4.2(1)-4.	
 平成１９− ２０年度農学工学総合研究科予算配分表（p.4-28〜4-29）	
 

4.2(1)-5．平成１９— ２０年度科学研究費の申請・採択数および額	
 (p.4-30)	
 

4.2(1)-6．平成１９— ２０年度受託研究と奨学寄付金の総額	
 (p.4-31)	
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◎「財源」について表１に記入した点数と判定理由	
 

以上述べたように、外部資金の獲得については相当な努力が払われている。すな

わち、財源確保へ向けた取り組みが積極的に実施され、学習・教育目標を達成す

るのに必要な施設、設備を整備し、維持・運用するのに必要な財源は確保されて

いると判断される。これらのことから、現時点で５と判断した。	
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４．３	
 学生への支援体制	
 

(1)教育環境に関して，学生への勉学意欲を増進し，学生の要望にも配慮するシス

テムの存在と，その仕組みの開示，活動の実施	
 

(i)	
 学生への支援体制の存在	
 

	
 学生の支援体制に関連する事柄を項目毎に以下に示す。	
 

１）奨学金：宮崎大学では日本学生支援機構、民間、地方公共団体等の奨学金を

取り扱っており、大学本部からの募集情報に応じて学部掲示板で掲示し学生に連

絡している。主な奨学金は日本学生支援機構で、第一種(45,000～51,000 円)とき

ぼう 21 プラン(30,000～120,000 円)があり、92 名の学生が受給している(引用・

裏付資料 4.3(1)-1）。	
 

また、経済状況に応じた授業料免除制度もあり、同様の対処をしている。授業

料免除は成績、経済的理由等を基準にして、平成 19、20 年度、各年度で応用生物

科学科では前期・後期のべ人数で合計 11 名および 6名の学生が全額免除、また 32

名および 46 名が半額免除を受けている。	
 

２）住居：男子寄宿舎・女子寄宿舎として、いずれも鉄筋 5 階建 100 室が、また

国際交流宿舎として、8 階建 165 室(日本人学生 130 室・外国人留学生 40 室)の混

住宿舎が用意されている。混住宿舎は、留学生が日本での生活に慣れるように配

慮されている。	
 

３）学習施設：1～３年次学生では附属図書館がその役目を果たしている。また、

卒業論文の研究を始めている 4 年生の学生では、分属した研究室によっては、常

時使用可能な図書、机およびパソコン等が用意されている。	
 

４）就職情報検索室：宮崎大学では、本部学務課に就職情報室が設置され、学生

の就職活動を支援している。農学部には、学生の就職活動を支援する教員組織と

して「農学部学生支援委員会」が設けられており、就職情報の収集、「就職ガイド

ブック」の作成と改訂を行っている(引用・裏付資料 4.3(1)-2）。学科では、クラ

ス担任が主として企業からの就職情報を学生に提供し、個々の学生の就職相談に

応じている。また、3年次後期より各教員研究室へ配属された後、そこでコンピュ

ーターを利用し、就職情報から種々の専門教育にかかわる情報をインターネット

で検索できるようにオンライン化している。	
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５）クラス担任・指導教員：入学時から卒業するまで 55 名の学生に 2名の教員(教

員 1人当たり 27 または 28 名)をクラス担任として配置し、修学指導や学生の多様

な相談に応じている(引用・裏付資料 4.3(1)-3）。とくに、成績不振者に対しては

学習意欲を高める助言を行っている。3年生後期からは、卒業論文の実質的な指導

を行っている指導教員も学生の進路等の悩みに対応している。なお、保護者にも

大学でも学習内容を十分に理解してもらうために学生の成績は保護者に、学年末

に郵送している。	
 

６）セクハラ相談：宮崎大学では全学挙げてセクシャル・ハラスメントを無くす

ための対策を行っている。その一環として、セクシャル・ハラスメントに係わる

苦情の申し出および相談の体制を整備している。農学部には、相談委員として教

員 2名と事務員 1名がその任についている。	
 

７）メンタルヘルス相談：身体の健康とともに、心の健康の保持は大切で、特に

青春期にある大学生にとっては一層大切なものである。宮崎大学では、安全衛生

保険センターに専門の精神科医を配置し、精神的な問題について相談にのる他、

カウンセリングおよび心理療法等を実施し、学生のメンタルヘルスケアに努めて

いる(引用・裏付資料 4.3(1)-4）。	
 

８）学生なんでも相談室：宮崎大学では、学生なんでも相談室を設置し、教員、

事務員、学生スタッフがボランティアで相談員となり、相談者とともに考え、話

し合い、指導・助言を行っている。	
 

９）学生の声ボックスの設置：宮崎大学では、学生からの要望等を吸い上げるた

め、本部と農学部にそれぞれ「学生の声ボックス」を設置している。また、学生

の要望に対しては、農学部では教務委員会と学部運営委員会が対応している。	
 

１０）学生表彰	
 :	
 宮崎大学学則第 41 条に、学生にして、表彰に価する行為があ

った者は、当該学部教授会の議を経て、学長がこれを表彰することができるとあ

るが、平成 19-20 年度応用生物科学科に該当する学生はいなかった。	
 

１１）農学部教務厚生係前に目安箱を設置しており、学生の種々の苦情に対応す

るようにしている。投書された内容によっては、学部運営委員会で対処策を検討・

実施している。	
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(ii)	
 支援体制の教員，職員および学生に対する開示	
 

１）宮崎大学のホームページに「学生・保護者の方へ」のページを設け、学生に

対してさまざまな支援体制の情報を開示している(引用・裏付資料 4.3(1)-5）。掲

載項目は以下の通りである。	
 

「学年歴・時間割、履修（学務情報システム・共通教育・キャンパスガイド・シ

ラバス・英語学習システム）、生活（授業料免除・奨学金・サークル活動・学生難

でも相談）、学生・留学生、就職（ガイダンス・就職情報等）、進学（入試情報・

TA/RA について）、申請書、マニュアル・資料、問い合わせ・個人情報、リンク」	
 

３）入学時にすべての学生にキャンパスガイド（学生便覧）を配布し、様々な学

生支援について詳しく説明している。キャンパスガイドに掲載されている項目は

以下の通りである。キャンパスガイドは、新年度にすべての教員に配布され、こ

れらの学生支援システムが教員に周知されている。	
 

「諸手続きの要領、学生の指導体制、学生生活における留意事項、学生なんでも

相談室、授業料の納付、授業料免除、奨学金制度、学生旅費運賃割引制度等、ア

パート等の紹介、アルバイト、課外活動関係、福利厚生施設、就職、健康管理、

学生教育研究災害傷害保険の案内、附属図書館の利用法」	
 

	
 

(iii)	
 支援体制の活動実施状況	
 

１）学生生活実態調査	
 

	
 宮崎大学では、３年ごとに学生生活実態調査を行い大学の教育環境の支援シス

テムの活動状況についてアンケート調査を行っている（引用・裏付資料 4.3(1)-6）。

前回は平成１９年度に行い、その結果はホームページ上で公開されている。これ

らの中で一番問題になっているのは講義室のクーラーで整備であるが、この調査

以降農学部としては１００％の講義室に整備されるに至った。	
 

２）指導教員（クラス担任）による学科内活動記録	
 

	
 前述したように、クラス担任は修学指導や学生の多様な相談に応じている(引

用・裏付資料 4.3(1)-7）。さらに、学年初めには学生とクラス担任との面談を実施

し、履修指導や学生の学習上や教育環境についての要望をアンケート等で吸い上

げている。また、４年生のクラス担任は、進路指導を行っている。その成果とし
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て、平成１９年度から２０年度の２年間の進学・就職の決定率は、いずれの年も

１００％である(引用・裏付資料 4.3(1)-8）。	
 

３）卒業生および就職先に対するアンケート調査	
 

	
 教育内容およびプログラムをより良くするために、教育改善に関して在学生に

対するアンケートだけではなく、卒業生および就職先に対するアンケートを定期

的に実施している(引用・裏付資料 4.3(1)-9）。	
 

	
 

引用・裏付資料名	
 

4.3(1)-1．平成 19-20 年度日本育英会奨学生数および授業料免除者数（p.4-32）	
 

4.3(1)-2．就職ガイドブック（表紙）	
 (p.4-33〜4-34)	
 

4.3(1)-3．教育カリキュラムに関するアンケート結果例（p.4-35）	
 

4.3(1)-4.	
 安全衛生保険センターパンフレット（表紙）(p.4-36〜4-38)	
 

4.3(1)-5．大学ホームページで公開している学生支援の関連部分	
 (p.4-39)	
 

4.3(1)-6．学生生活実態調査報告書（表紙）	
 (p.4-40)	
 

4.3(1)-7．平成１４年度学生指導の手引き（表紙）(p.4-41)	
 

4.3(1)-8.	
 過去３年間の就職率	
 (p.4-42)	
 

4.3(1)-9．卒業生および企業に対するアンケート結果例	
 (p.4-43)	
 

	
 

実地審査閲覧資料名	
 

1．平成１９— ２０年度日本育英会奨学生数および	
 

	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 授業料免除者数（資料番号	
 ２０）	
 

2．就職ガイドブック（資料番号	
 ２１）	
 

3．教育カリキュラムに関するアンケート結果（資料番号	
 ３）	
 

4.	
 安全衛生保険センターパンフレット（学生配布用）（資料番号	
 １９）	
 

5.	
 大学ホームページで公開している学生支援（資料番号	
 ２０）	
 

6．学生生活実態調査報告書（資料番号	
 ２０）	
 

7．平成１４年度学生指導の手引き（資料番号	
 ２０）	
 

8．卒業生および企業に対するアンケート結果（資料番号	
 ３）	
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◎「学生への支援体制」について表１に記入した点数と判定理由	
 

	
 以上述べたように、就学資金の援助、学習施設、就職活動、セクシャル・ハラ

スメント相談、健康管理、学生との懇談会、何でも相談、学生生活実態調査など

の学生支援体制が整っている。この中でも、過去２年の進学・就職の決定率が１

００％であることは、十分に学生への支援が行き届いていると考え、５と判断し

た。	
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５．基準５：学習・教育目標達成度の評価	
 

	
 

(1)科目ごとの目標に対する達成度評価の実施	
 

共通教育科目および専門教育科目の成績評価は、それぞれ宮崎大学共通科目の

受講及び成績評価に関する細則（引用・裏付資料 5(1)-1）と宮崎大学農学部専門

科目の受講及び試験に関する内規（引用・裏付資料 5(1)-2）に明記されているよ

うに、１００点満点をもって表し、６０点以上を合格とし、成績証明書において

は、９０点以上を「秀」、８９～８０点を「優」、７９～７０点を「良」および６

９～６０点を「可」と標記している。共通教育及び専門教育の講義、実験・実習

の科目においては、「授業のねらい」、「授業計画（内容）」、「達成目標」および「評

価方法と評価基準」をシラバス（引用・裏付資料 5(1)-3）に明示している。学生

が講義や実験実習を履修した時、シラバス記載の評価方法および評価基準に基づ

いて小テスト、レポート、試験等を課し、評価している。それゆえ、上述した共

通教育科目、専門基礎科目および専門教育科目で設定された評価基準をクリアし

た学生は、それぞれの科目の学習・教育目標を達成したものと判断している。	
 

この根拠として、科目ごとの学習・教育目標に対する達成度の評価方法が表９

（引用・裏付資料 5(1)-4	
 ）に示され、実施されている。また、各科目の達成目

標の水準は、基準３の３.２(2)(ⅱ)で述べたとおり、社会で必要とされる能力・

水準を考慮している。	
 

各科目のすべての答案、レポートを保存しており、外部評価等で提示を求めら

れれば、いつでも提示できるようにしている。合格最低ランクの答案は学科の教

員が常に閲覧できるようにしている。（引用・裏付資料 5(1)-5）。	
 

また、教育効果改善連絡会議において各科目の試験の採点結果や学生の学習状

況等について定期的に協議している（引用・裏付資料 5(1)-6）。	
 

卒業論文については、まず、指導教員が表９（引用・裏付資料 5(1)-4）に示し

たように「研究が計画的に進められているか」、「研究をまとめる能力が備わって

いるか」、「実験データを正しく解釈できるか」、「当該分野の最新の知識を持って

いるか」、「今後の問題点が認識されているか」などを評価項目として審査する

（50％）。さらに、卒業論文発表会において、プレゼンテーションおよび質疑応答



 

64 

 

（50％）を複数の教員で評価を行い（引用・裏付資料 5(1)-7）、その達成度評価を

厳密に行っている（引用・裏付資料 5(1)-8）。	
 

	
 

引用・裏付資料名	
 

5(1)-1	
 宮崎大学共通科目の受講及び成績評価に関する細則の関連部分	
 （p.5-1

～5-2）	
 

5(1)-2	
 宮崎大学農学部専門科目の受講及び試験に関する内規の関連部分（p.5-3

～5-5）	
 

5(1)-3	
 シラバスの関連部分（p.5-6～5-9）	
 

5(1)-4	
 表９	
 学習・教育目標を達成するために必要な主要授業科目の評価方法

と評価基準（p.5-10～5-31）	
 

5(1)-5	
 合格最低ランクの答案の例（p.5-32～5-45）	
 

5(1)-6	
 教育効果改善連絡会議	
 議事録の関連部分（p.5-46～5-48）	
 

5(1)-7	
 卒業研究の評価方法に関する関連部分（p.5-49～5-51）	
 

5(1)-8	
 卒業論文の複数教官による評価結果例（p.5-52～5-59）	
 

	
 

実地審査閲覧資料名	
 

1. 応用生物科学科プログラム履修者名簿／卒業判定資料（平成 19 年度－

平成 20 年度）（資料番号６）	
 

2. 教育効果改善連絡会議（平成 19 年度－平成 20 年度）（資料番号１７）	
 

3. 各講義科目の講義資料、答案採点例ほか（平成 19 年度－20 年度）	
 

（資料番号２４）	
 

	
 

(2)他の高等教育機関で取得した単位および編入生が編入前に取得した単位に関

しての評価方法・評価基準の作成とそれに基づく評価の実施	
 

(ⅰ)評価方法と評価基準の作成	
 

	
 他の高等教育機関等で取得した単位を入学後に認定する単位互換の規則は、

宮崎大学既修得単位認定規定に規定されている（引用・裏付資料 5(2)-1）。	
 

共通教育に関しては「共通科目既修得単位認定の審査の取扱い」（引用・裏付資
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料 5(2)-2）に従って認定している。	
 

専門科目については、学部長に提出された「既修得単位認定申請書」と既修得

科目と認定授業科目の対応表である「専門科目既修得単位の認定について」をも

とに農学部教務委員会で協議し、農学部教授会で議決している。	
 

英語、コミュニケーション英語およびフランス語は、技能検定試験による単位

の認定が実施されている（引用・裏付資料 5(2)-3）。	
 

また、本学では放送大学との単位互換協定を締結し、本学学生が単位互換科目

を履修して単位を修得した場合（６０点以上が合格）、選択共通教育科目（１０単

位を限度）が認定されることになっている（引用・裏付資料 5(2)-4）。	
 

なお、既修得単位認定の上限は、「共通科目既修得単位認定の審査の取扱い」に

より、1年次入学生は共通教育科目と専門科目を合わせて合計６０単位まで、編入

学生は共通科目として認める単位数を３８単位までと規定している（引用・裏付

資料 5(2)-2）。	
 

	
 

引用・裏付資料名	
 

5(2)-1	
 宮崎大学既修得単位認定規則の関連部分（p.5-60～5-68）	
 

5(2)-2	
 共通科目既修得単位認定の審査の取扱い（p.5-69）	
 

5(2)-3	
 外国語科目の単位認定の取扱いの関連部分（p.5-70～5-71）	
 

5(2)-4	
 放送大学と宮崎大学との単位互換の実施に関する取扱いの関連部分	
 

（p.5-72）	
 

	
 

（ⅱ）評価方法と評価基準の運用	
 

他の高等教育機関で取得した単位および編入生が編入前に取得した単位に関し

ての単位認定は、「宮崎大学既修得単位認定規則」（引用・裏付資料 5(2)-1）に従

って実施される。具体的には、既修得単位の認定を希望する学生に既修得単位認

定申請書に成績証明書とシラバスを添えて学部長に申請させ（引用・裏付資料

5(2)-5）、共通教育科目については、学部長が、「宮崎大学共通教育協議会」に申

請し、「共通科目既修得単位認定の審査の取扱い」（引用・裏付資料 5(2)-2）に従

って認定されている。単位認定は、シラバスと成績証明書の内容から、読替科目
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との対応表を作成して認定を行っている。（引用・裏付資料 5(2)-6）	
 

専門科目については、学部長に提出された「既修得単位認定申請書」と既修得

科目と認定授業科目の対応表である「専門科目既修得単位の認定について」をも

とに農学部教務委員会で協議し、農学部教授会で議決する。単位認定は、シラバ

スと成績証明書の内容から、読替科目との対応表を作成して認定を行っている。

本学科では、平成１６年度以降、JABEE 認定を受けている工業高等専門学校や大学

からの編入学生に限定し、シラバスの相互比較をおこなった結果、妥当と思われ

るもの（シラバスの内容が８０％以上一致した科目または 1 科目で対応できない

科目は複数の科目を１科目に対応させる形で認定可能と講義担当教員が判断した

もの）だけを認定した。過去の編入学生は平成１７、１８、１９年度に各 1 名で

あった（引用・裏付資料 5(2)-7）。	
 

転学部学生と他大学を卒業した入学生の既修得単位の認定についても編入学生

と同様に本学と出身大学のシラバスの相互比較を行い、その内容が８０％以上一

致しているものだけを認定した。	
 

他大学を卒業した入学生は平成１７年度と２１年度に各 1 名ずつおり、共通教

育科目に限定して、既修得科目の認定が行われた。（引用・裏付資料 5(2)-8）。転

学部生は平成 18 年度に 1名おり、シラバスの相互比較を厳密に実施し、専門科目

2科目（3単位）を認定した（引用・裏付資料 5(2)-9）。	
 

英語、コミュニケーション英語およびフランス語は、検定試験による単位の認

定が実施されている。この規定にもとづき、単位認定を申請した平成２１年度入

学生２名が、英語とコミュニケーション英語の単位を認定された。（引用・裏付資

料 5(2)-10）	
 

放送大学との単位互換に関しては、本学科の学生が放送大学の単位互換科目を

履修して取得した単位を認定した例はない。	
 

	
 

引用・裏付資料名	
 

5(2)-5	
 入学手続き等案内（p.5-73～5-74）	
 

5(2)-6	
 編入学生の共通科目の既修得単位認定の実施例（p.5-75～5-80）	
 

5(2)-7	
 編入学生の専門科目の既修得単位認定の実施例（p.5-81～5-88）	
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5(2)-8	
 他大学を卒業した入学生の既修得単位認定の実施例	
 （p.5-89～5-94）	
 

5(2)-9	
 転学部生の既修得単位認定の実施例（p.5-95～5-96）	
 

5(2)-10	
 検定試験による英語、コミュニケーション英語単位の認定例（p.5-97）	
 

	
 

実地審査閲覧資料名	
 

1. 既修得単位等の認定に関する資料（資料番号２２）	
 

	
 

(3)各学習・教育目標の各項目に対する達成度の総合的評価方法・評価基準の作成

とそれに基づく評価の実施	
 

(ⅰ)学習教育目標の各項目の達成度の評価方法と評価基準の設定（表３に示し

た評価方法と評価基準を定めた際の考え方の説明を含む）	
 

	
 

学習・教育目標（Ａ）～（Ｇ）の達成度評価対象、それに対する評価方法と評

価基準、並びに各目標における総合評価方法と評価基準は、表３（引用・裏付資

料 5(3)-1）及び表９に示したとおりである。本学科の卒業に必要な単位数は１２

８単位であり、その内訳は、共通科目では大学教育基礎科目１４単位と教養科目

２４単位の３８単位、専門科目では、学部共通科目８単位、専門基礎科目（必修

科目）３０単位、および専門科目５２単位（必修科目１７単位、選択実験・実習

科目４単位、自由選択科目３１単位）の計９０単位となっている。これらを構成

する個々の科目は学習・教育目標の（Ａ）～（Ｇ）にバランスよく配置されてい

る。なお、本学科では、専門科目の自由選択科目について、他学科・他学部の講

義科目で充当できる単位を１０単位以内に限定している（引用・裏付資料

5(3)(i)-2）。	
 

また、宮崎大学学則では、卒業の要件として、所定の単位(応用生物科学科では

共通科目３８単位、専門科目９０単位以上、合計１２８単位以上)を履修・取得す

れば卒業できるようになっている（引用・裏付資料 5(3)-3）。そして、各授業科目

の内容をクリアする条件、すなわち学業成績は、学生が講義科目を履修後、定期

試験を受け、採点・評価される点数に対して、秀、優、良、可、不可で評価され

ている。なお、「可」は６０点－６９点と評価する一方、「良」は７０点－７９点、
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「優」は８０－８９点、「秀」は９０点以上としている。当該プログラムを履修し

た学生が学習・教育目標を網羅的に達成した総合的な評価は、本学の上記の成績

基準を適用することで行っている。すなわち、すべての授業科目について「可」

以上を取得した学生を当該プログラムの学習・教育目標を達成したものとみなし

ている。	
 

	
 

引用・裏付資料名	
 

5(3)-1	
 表３	
 学習教育目標とその評価方法（p.5-98～5-105）	
 

5(3)-2	
 キャンパスガイド	
 応用生物科学科履修科目関連部分（p.5-106～5-108）	
 	
 

5(3)-3	
 キャンパスガイド	
 卒業に必要な共通科目単位一覧表と専門科目履修単

位一覧表（p.5-109～5-111）	
 

	
 

(ⅱ)学習・教育目標の各項目の達成度評価方法と評価基準を設定した際に考慮し

た「社会の要請する水準」の具体的根拠	
 

学習・教育目標の各科目の達成度評価方法と評価基準は、３．２(2)(ⅱ)に示し

たように、それぞれの教員が、担当する科目の教科書、参考書、公務員試験や各種試験の試験問題や、

各種学会・協会の大会や会議において収集した情報や知見などを考慮しながら、その水準を判断してい

る。そのいくつかの例を引用・裏付資料 5(3)-4 に示している。また、定期的に企業等へのアンケート

を行い、その時点における社会からの要請事項の把握に務めている。（引用・裏付資料 5(3)-5）	
 

また、教育点検連絡会議や教育効果改善連絡会議において、それぞれの教員が

担当する科目の評価方法や評価水準の妥当性について検討している（引用・裏付資料

5(3)-6）	
 

従って、本学習・教育目標の各項目の達成度評価方法と評価基準は、社会の要

請する水準を十分満たしていると判断している。	
 

	
 

引用・裏付資料名	
 

5(3)-4	
 教科書、参考書及び公務員試験問題の関係部分、国家試験等との対応表

（p.5-112～5-116）	
 

5(3)-5	
 企業アンケートの集計結果（p.5-117～5-134）	
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5(3)-6	
 	
 教育点検連絡会議、教育効果改善連絡会議	
 議事録例（p.5-135～5-137）	
 

	
 

(ⅲ)学習・教育目標の各項目の達成度評価方法と評価基準の運用実績	
 

学習・教育目標（Ａ）～（Ｇ）の対象となるそれぞれ科目では、表３および表

９に従って評価が行われ、６０点以上を取得した学生のみを合格とした（引用・

裏付資料 5(3)-7）。	
 

例えば、入門セミナーII では、	
 自分でテーマを見つけ、その問題点を見いだす

ことができる能力、	
 自分で必要な情報を収集することができる能力、目的達成の

ために計画的に調査研究を進め、まとめる能力、	
 正しい日本語を用い、プレゼン

テーションすることができる能力に関する達成度を評価している。3年生後期に研

究室に仮配属後、各指導教員のもとで学生が自主的にテーマを見つけて、情報を

収集してまとめ、プレゼンテーションを行っている。自主的にテーマを見つけて、

情報を収集し、まとめる部分を指導教員が評価し（５０％）、発表会における発表

（講演要旨、プレゼンテーション法、質疑応答など）を複数の教員で評価し（５

０％）、合わせて 60 点以上を合格と判定している。	
 評価基準としては、パワーポ

イントを用いた分かりやすい図表の作成、インターネットや参考書等からのデー

タの収集能力、講演要旨の書き方、分かりやすいプレゼンテーション法などをあ

げている。	
 

また、卒業論文では、「専門的技術」や「基礎知識」だけでなく、「プレゼンテ

ーション能力」、「実験デザイン及び解析能力」及び「自己学習能力」などの学習・

教育目標について達成度を評価している。当該科目では、学科の教育・研究に関

連した課題について、担当教員のアドバイスのもと、実験計画を立案、実行する。

そして、卒論発表会において、その内容を発表させ、複数の教員によって評価し、

「卒業論文」、「プレゼンテーションおよび質疑応答」で合格点を取った場合にの

み単位を認定することにしている。前年度の卒業論文では、このような基準に従

って評価が行われ、全員が合格している（引用・裏付資料 5(3)-8）。	
 

	
 

引用・裏付資料名	
 

5(3)-7	
 卒業時のアンケート結果関連部分（p.5-138～5-139）	
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5(3)-8	
 	
 入門セミナーII と卒業論文の評価結果の関連部分（p.5-140～5-156）	
 

	
 

実地審査閲覧資料名	
 

1.	
 各講義科目の講義資料、答案採点例ほか（平成 19 年度ー20 年度）	
 

（資料番号２４）	
 

2.	
 各種アンケート（資料番号３）	
 

	
 

	
 (4)修了生全員のすべての学習・教育目標の達成	
 

	
 

	
 本プログラムでは、応用生物科学科の卒業生すべてがプログラム修了生となっ

ており、表４に示した主要な科目の単位を取得することによって、各学習・教育

目標を達成できる。ここでは平成２０年度プログラム修了生を中心として、学習・

教育目標別の単位取得状況について説明する。	
 

	
 

（Ａ）地域性、環境問題、多様な価値観、食料問題	
 

	
 「多様な価値観」の修得には、主題教養科目（選択必修科目）の「現代の社会

と倫理」と「人間と文化」の中からそれぞれ４単位を設定した。また、「地域性」、

「環境問題」及び「食料問題」の修得には、学部共通科目（選択必修科目）の環

境科学Ⅰ群と食料科学群の各群からそれぞれ２単位以上を配置した。平成 20 年度

修了者は、「現代の社会と倫理」と「人間と文化」からそれぞれ４単位以上取得し

ている。また、環境科学Ⅰ群と食料科学群の各群からも既にそれぞれ２単位以上

を取得している。表３で例示しているように、環境科学Ⅰ群の「基礎土壌学」は、

南九州地区の土壌について解説し、環境を維持保全する土壌の働きについて講義

を行っており、「地域性」や「環境問題」についての教育目標に沿っている。また、

表３の専門科目には入れていないが、地域の特産物である「焼酎」（農産食品製造

学、微生物機能開発学）、「キンカン」や「マンゴー」（植物遺伝資源学）、等をそ

れぞれの講義で紹介し、「地域性」を補足している。食料科学群の「食品科学」で

は、食品に含まれる栄養成分や嗜好成分の視点から食料の安全性を網羅した講義

を行っており、「食料問題」についての教育目標に沿っている。従って、修了者は、
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それぞれの群の中から既に単位を取得しており、修了者全員が本目標を達成して

いると判断している。	
 

	
 

（Ｂ）生命倫理、技術者倫理	
 

「生命倫理」、「技術者倫理」については本プログラムにおいて重要であること

を認識し、平成１６年度から必修科目とした。平成１６年度と１７年度は技術士

の中江利昭氏を平成１８年度～２０年度は技術士の上野曄男氏を非常勤講師とし

て迎え、集中講義をしていただいた（引用・裏付資料 5(4)-1）。また、「生命倫理」

に関しては、「生命科学概論」、「遺伝子工学」および「細胞工学」、「技術者倫理」

に関しては「食品製造学」、「食品保蔵化学」の講義の中でも扱われており、本目

標を十分達成しているものと判断している（引用・裏付資料 5(4)-2）。したがって、

修了予定者全員が本目標を達成していると判断している。	
 

	
 

（Ｃ）日本語能力、英語能力	
 

	
 本目標に配置した必修科目は、共通教育科目の「日本語コミュニケーション」、

「コミュニケーション英語」および「英語」、専門基礎科目の「化学英語Ⅰ・Ⅱ」

と「科学英語」である。「日本語コミュニケーション」では、的確に理解し伝達す

る日本語能力の育成、「化学英語Ⅰ・Ⅱ」は、「国際的に通用する語学力を含むコ

ミュニケーション能力」の育成をさらに充実させるための講義である。必修単位

であることから平成 20 年度修了者全員が取得済みである。したがって、修了者全

員が本目標を達成したと判断している。	
 

	
 

（Ｄ）課題発見、自己学習能力、社会的要求理解	
 

	
 「課題発見」と「自己学習能力」の主な修得には、必修科目である「入門セミ

ナーⅡ」と「卒業論文」を設定し、「社会的要求理解」には「応用生物科学概論」、

「技術者倫理」および「学外研修」を設定した。平成２０年度修了者は、「応用生

物科学概論」、「技術者倫理」、「入門セミナーⅡ」および「卒業論文」は全員が単

位を取得している。したがって平成２０年度修了者は、全員が本目標を達成した

ものと判断している。	
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（Ｅ）先端技術、まとめる・説明能力、解析力、実験デザイン能力	
 

	
 「先端技術」についての教育目標の達成には、専門科目である「応用生物科学

概論」、「入門セミナーI」、「遺伝子工学」、「微生物機能開発学」および「タンパク

質化学」の先端分野の科目を配置した。平成２０年度修了者は、これらのいずれ

かの単位を取得している。また、「まとめる・説明能力」と「解析力」については、

専門基礎科目（必修実験）の「生物学実験」、「分析化学実験」、「有機化学実験」、

「微生物学実験」、「生物化学実験」、専門科目（必修科目）の「入門セミナーⅠ・

Ⅱ」及び「卒業論文」を設定している。さらに、「実験デザイン能力」については、

選択実験・実習科目である「植物生産化学実験」、「食品栄養化学実験」、「応用生

物化学実験」、「食品製造学実験・実習」、「応用微生物学実験」および「植物機能

開発学実験」を設定している。本プログラムでは、「実験デザイン能力」を応用生

物科学分野で実験や研究を進めていく上での立案能力として考え、選択実験・実

習科目において実験等の企画について学習させ、さらに卒業論文でこれらの能力

を発展的に学習させている。平成２０年度修了者は、「卒業論文」、「入門セミナー

Ⅰ・Ⅱ」、専門基礎科目の必修実験及び、選択実験・実習科目の必要な単位のすべ

てを取得しており、全員が本目標を達成したものと判断している。	
 

	
 

（Ｆ）数学、生物、化学、情報技術	
 

	
 本目標に設定した必修科目は、共通教育科目の「情報科学入門」、専門基礎科目

の「基礎生物学」、「有機化学」、「微生物学」、「生物化学」、「基礎生物統計学」及

び専門科目の「入門セミナーⅡ」である。共通教育科目の教養科目の主題教養科

目「数学の考え方」は、選択科目であるが、本学科の学生は、全員が履修するシ

ステムを導入している。（引用・裏付資料 5(4)-4）	
 

平成２０年度修了者は、これらの科目については全員が単位を取得しており、本

目標を達成したものと判断している。	
 

	
 

（Ｇ）専門的技術、基礎知識	
 

	
 本目標に設定した必修科目は、応用生物化学分野（酵素化学、タンパク質化学、
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細胞工学等）、微生物機能開発学分野（微生物化学、微生物機能開発学、糖質化学

等）、植物機能開発学分野（植物遺伝・育種学、植物遺伝資源学等）、植物生産化

学分野（植物栄養・肥料学等）、食品製造学分野（食品製造学、食品保蔵化学、公

衆衛生学、農産食品製造学等）、食品栄養生化学分野（食品化学、栄養化学、食品

分析化学、脂質化学等）である。学則によりこれらの専門科目から４６単位以上

を取得する必要があり、平成２０年度修了者は全員達成している。さらに、４年

間の教育の最終的な仕上げである「卒業論文」によって総合的に評価している。

平成２０年度修了者は、「卒業論文内容記録簿」に毎日の調査、研究および報告の

時間を記入している（引用・裏付資料 5(4)-5）。また、分野別の中間報告会（１１

月頃開催）、２月の卒業論文発表会において口頭発表を行い、論文を提出した。し

たがって本目標を修了者全員が達成できたものと判断している。	
 

	
 

引用・裏付資料名	
 

5(4)-1	
 技術者倫理講義資料関連部分（p.5-157～5-158）	
 

5(4)-2	
 食品製造学、食品保蔵化学の講義資料の関連部分（p.5-159～5-162）	
 

5(4)-3	
 数学の考え方の単位取得状況（p.5-163～5-164）	
 

5(4)-4	
 卒業論文作業内容記録簿の例（p.5-165～5-166）	
 

	
 

実地審査閲覧資料名	
 

1. 	
 応用生物科学科プログラム履修者名簿／卒業判定資料（平成 19 年度

－平成 20 年度）（資料番号６）	
 

2. 	
 学科シラバス（平成 17 年度－平成 20 年度）（資料番号１１）	
 

	
 

	
 

◎「学習・教育目標達成度の評価」について表１に記入した点数と判断した理由	
 

平成 16 年度に当該プログラムの JABEE 認定審査を受けてから、5 年が経過して

いる。この間、学会会議、学科ＦＤ委員会、教育点検連絡会議および教育効果改

善連絡会議において、教育プログラムおよび授業内容について継続的な改善を行

ってきた。さらに個々の教員は JABEE に関する研究会やシンポジウムにも積極的
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に参加して最新の情報を収集し、本プログラムの教育改善につなげている。特に、

①学部のシラバス以外に、学科単独で「講義の目標、教育目標、評価方法、講義

計画、昨年の授業評価から教員が改善しようとしている点」などを詳細に記載し

たシラバスを作成し、学期最初のガイダンス時に学生に配布するようにしている

こと、②シラバスには講義の目的、教育の達成目標、評価方法、評価基準を個々

の授業科目ごとに明記するようにしていることによって、学生自身が、それぞれ

の科目の達成目標や評価方法を理解して、予習、復習等を含めて学習に熱心に取

り組んでおり、その学習の成果が上がっていると思われる。実際、平成２０年度

の卒業生に対する当該プログラムのアンケート調査（平成２１年２月実施）を行

った結果、学習・教育目標の（Ａ）～（Ｇ）まで、ほぼ達成できたという結果が

でている。さらに平成１７、１８年度卒業生や卒業生が採用された企業へのアン

ケートの結果も本プログラムの学習・教育目標が十分達成されていることを示し

ている。	
 

以上のように、改善に向けて継続的に努力し、一定の成果が表れていることか

ら、基準５の評点を５とした。	
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６．基準６：教育改善	
 

６．１	
 教育点検	
 

(1)学習・教育目標達成度の評価結果に基づいて、プログラムを点検できる教育点

検システムの存在とその開示・実施	
 

(i)	
 教育点検システムの存在	
 

教育改善に関する点検システムとして、全学および学部には、ファカルティ・

ディベロップメント（ＦＤ）委員会が設置され、それぞれＦＤ研修会の開催と

「学生による授業評価」報告書の作成を行っている。本学科では、中心組織と

しての教育点検連絡会議ならびにＦＤ委員会を組織している（引用・裏付資料

6.１(1)-1,2）。	
 

	
 

(ii)	
 教育点検システムの教員に対する開示	
 

本学科の教育活動の点検のシステムは、本学科ホームページに開示されてい

る（引用・裏付資料 6.１(1)-3）。	
 

	
 

(iii)	
 教育点検システムに関する活動の実施	
 

１）教育点検連絡会議	
 

	
 年２回講義が始まる前に開催し、学年ごとに本学科教員が担当する講義科目

のシラバスや教育内容についての検討を行っている。これまで議論された項目

として、①授業科目間での内容の重複の調整、②前年度の講義内容で学生の理

解の低かった項目、③新たに加えるべき内容、④昨年度の反省（授業評価や個々

の教員自身の反省点）、⑤講義目標の再設定等がある（引用・裏付資料 6.１

(1)-4,5）。	
 

２）学科ＦＤ委員会	
 

	
 	
 学科ＦＤ委員会は、委員長が必要に応じて開催し、学科の基礎専門から専門

科目へ講義内容を如何に積み上げ、深化させた内容とするかなどについて検討

している。また、学科における「学生による授業評価」結果を取りまとめてい

る（引用・裏付資料 6.１(1)-6）。また、JABEE の継続審査を受けるための準備

作業を行っている。	
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３）認証評価および法人評価	
 

	
 	
 	
 平成１９年度に認証評価、平成２０年度に法人評価を受審し、本学科、農

学部および全学の教育システムを点検した。（引用・裏付資料 6.１(1)-7）	
 

	
 

引用・裏付資料名	
 

6.１(1)-1	
 教育点検連絡会議	
 申し合わせ	
 (p.6-1)	
 	
 

6.１(1)-2	
 学科ＦＤ委員会	
 規程	
 (p.6-2～6-3)	
 	
 

6.１(1)-3	
 学科ホームページ	
 (p.6-4)	
 	
 

6.１(1)-4	
 教育点検連絡会議	
 議事録例	
 (p.6-5)	
 	
 

6.１(1)-5	
 学科シラバス例	
 (p.6-6～6-10)	
 	
 

6.１(1)-6	
 学科ＦＤ委員会	
 議事録例	
 (p.6-11)	
 	
 

6.１(1)-7	
 中期目標の達成状況報告書抜粋	
 (p.6-12)	
 	
 

	
 

実地審査閲覧資料名	
 

1．学生と教官の懇談会資料（資料番号	
 3）	
 

2．卒業時の学生に対するアンケート（資料番号	
 3）	
 

3．平成１５年度、１６年度	
 ２・３年次生に対するアンケート（資料番号	
 3）	
 

	
 

	
 (2)教育点検システムにおける社会の要求や学生の要望にも配慮する仕組みの存

在と、教育点検システム自体の機能も点検できる構成	
 

(i)	
 社会の要求や学生の要望に配慮する仕組みの存在	
 

１）学科の教育点検連絡会議は、「学生による授業評価」の結果などをもとに授業

方法、授業内容、および教育環境などの点検を行っている（引用・裏付資料

6.１(2)-1）。	
 

２）学科の FD 委員会は、対象学年の学生に対するアンケート調査等を行っている。

（引用・裏付資料 6.１(2)-2）。また、平成２１年度には、平成１７－１８年

度卒業生と卒業生を採用した企業へのアンケートを実施した（引用・裏付資

料 6.１(3)-3）。	
 

３）学科の FD 委員会は、学習・教育目標およびその達成度の評価方法・評価基準
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等の点検を社会の要求や学生の要望に照らして行っている（引用・裏付資料

6.１(2)-4）。	
 

	
 

(ii)	
 点検システム自体を点検できる構成	
 

平成１４年度、ＪＡＢＥＥ試行審査を受けて点検システムを改善し、１５年度

外部評価を受けてさらに改善した。平成２０年度には、学科として「教育改善」

を中心とした外部評価を実施し、点検した（引用・裏付資料 6.１(2)-5）。	
 

	
 

引用・裏付資料名	
 

6.１(2)-1	
 教育点検連絡会議	
 議事録例	
 (p.6-13～6-14)	
 

6.１(2)-2	
 学生に対するアンケート結果例	
 (p.6-15～6-17)	
 	
 

6.１(3)-3	
 卒業生と卒業生を採用した企業へのアンケート例	
 	
 

(p.6-18～6-19)	
 

6.１(2)-4	
 学科ＦＤ委員会	
 議事録例	
 (p.6-20)	
 	
 

6.１(2)-5	
 外部評価資料	
 実施要領	
 (p.6-21)	
 

	
 

	
 (3)教育点検システムを構成する会議や委員会等の記録の当該プログラム関係教

員に対する閲覧手段の提供	
 

（ｉ）関係教員が記録を閲覧する方法	
 

	
 学科会議室においてファイルにて保管した会議記録を関係教員は自由に閲覧で

きるようになっている（引用・裏付資料 6.１(3)-1）。	
 

	
 

引用・裏付資料名	
 

6.１(3)-1	
 学科会議室保管庫写真	
 (p.6-22)	
 

	
 

	
 

◎「教育点検」について	
 

以上述べたように、本プログラムの教育点検システムでは、学科の教育点検連

絡会議およびＦＤ委員会が中心的に機能しており、問題点の発掘・点検を行って
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いる。これらのことから、評点５と判断した。	
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６．２	
 継続的改善	
 

(1)	
 教育点検の結果に基づいて、基準１－６の内容（分野別要件も含む）に則し

てプログラムを継続的に改善するシステムの存在と、改善活動の実施	
 

	
 (i)	
 改善システムの存在	
 

学科の改善システムの整備をするために、中心組織としての教育効果改善連絡

会議（引用・裏付資料 6.2(1)-1）ならびにＦＤ委員会を組織している。	
 

１）教育効果改善連絡会議	
 

年２回講義が終わった後に開催し、学年ごとに各講義の報告を授業点検シート

に基づいて行う。これまでの教育効果改善連絡会議で議論された項目は、①教育

目標の達成度、②授業評価で指摘された点、③個々の教員の反省点、④次年度に

向けての改善点、⑤教員自身の講義への新しい取り組みなど、他教員に参考にな

る事柄、⑥講義科目の削除や追加である。（引用・裏付資料 6.2(1)-2,3）	
 

２）学科ＦＤ委員会	
 

学科ＦＤ委員会は、委員長が必要に応じて開催し、学科の基礎専門から専門科

目へ講義内容を如何に積み上げ、深化させた内容へ改善するかなどについて検討

することを目的としている。学科ＦＤ委員会の活動として、①シラバスの形式の

見直し、②学科の教育点検システムの提言、③双方向の授業形態の実践例の紹介、

④授業評価の取りまとめとその問題点の指摘等を行っている。	
 

	
 

(ii)	
 改善活動の実施状況	
 

	
 改善活動は、教育効果改善連絡会議およびＦＤ委員会において持続的になされ

ている。平成 17 年度までに（ＪＡＢＥＥ認定まで）応用生物科学科ＪＡＢＥＥ認

定プログラムの骨格を築いた。ＪＡＢＥＥプログラム認定後も、教育効果改善連

絡会議は年に２回程度、学科ＦＤ委員会は年に８回程度の持続的な活動を行って

おり、教員の改善への取組みに活かされている。主な教育改善の取組み例を下に

示した。	
 

１）育成すべき人材像・アドミッションポリシーの作成	
 

	
 育成すべき人材像・アドミッションポリシーを作成し、学科のパンフレットに

記載した。	
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２）学科独自のシラバスの作成	
 

	
 講義の学習・教育目標が明示されているシラバスを作成し、実施した。	
 

３）授業評価	
 

	
 授業評価を、すべての講義科目で実施し、その反省点や改善点を、次年度のシ

ラバスに掲載することとした。	
 

４）語学教育の充実	
 

	
 専門分野における語学教育を充実させるために、平成 13 年度入学生から化学英

語Ⅰ＆Ⅱを追加した。科学英語とあわせて 3 科目 6 単位とし、とくに科学英語の

読解力の向上を図るようにした。また、平成１６年度からフレッシュマンセミナ

ーに代り、日本語コミュニケーション、平成２１年度からe-Learningを導入した。	
 

５）技術者倫理教育の充実	
 

	
 技術者倫理の教育を充実させるために、平成１４年度は、遺伝子工学、細胞工

学、水産食品製造学、食品保蔵化学（平成１７年度より必修化）、食品製造学（平

成１７年度より必修化）の講義でそれぞれの分野における技術者倫理の項目を扱

った。平成１５年度から、非常勤講師（技術士）による応用生物科学特別講義Ⅰ

（１単位、選択）の講義が、「科学・技術者とその倫理」の内容で実施している。

平成 1６年度から、同講師による技術者倫理（必修）として開講している。また、

本学科のＦＤ委員は、工学部教員ととともに技術者倫理 FD 懇話会を開催し、意見

交換を行っている。（引用・裏付資料 6.2(1)-4）	
 

７）社会的要請	
 

	
 学生に社会の要請等を自覚させるために県内の食品関連企業や農業試験場や食

品開発センター施設を利用した学外研修（インターンシップ）を平成１４年度か

ら実施し単位を認定するようにした。上記の応用生物科学概論では、１６年度か

ら学科教員に加えて新たに産官学からの７名の外部講師による講義を導入した。	
 

８）外部評価	
 

	
 平成１４年１１月にＪＡＢＥＥの試行審査や平成１６年 2 月および平成２１年

３月の外部評価を受け、教育プログラムに関して指摘された点を改善した。毎年

４月に在学生へのアンケートを実施し、アンケート結果をもとに学科パンフレッ

トで化学を強調するなど改善している。	
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９）ベストティーチャーの選出	
 

平成 20 年度に過去 2年間の授業評価の結果をもとに、３名のベストティーチャ

ーを選出した。（引用・裏付資料 6.2(1)-5）	
 

１０）授業評価結果の良好な教員の授業参観	
 

	
 平成２０年前期及び後期にそれぞれ１回、授業評価の良好な教員（ベストティ

ーチャー）の授業参観を行い、教員の授業の方法の改善の参考とした。（引用・裏

付資料 6.2(1)-6）	
 

	
 

引用・裏付資料名	
 

6.2(1)-1	
 教育効果改善連絡会議	
 申し合わせ	
 (p.6-23)	
 

6.2(1)-2	
 教育効果改善連絡会議	
 議事録例	
 (p.6-24～6-25)	
 

6.2(1)-3	
 授業点検シート例	
 (p.6-26～6-27)	
 

6.2(1)-4	
 技術者倫理 FD 懇話会	
 議事録例	
 (p.6-28)	
 

6.2(1)-5	
 教員教育貢献評価委員会議事録例	
 (p.6-29)	
 	
 

6.2(1)-6	
 平成 20 年度前期授業参観メモ	
 (p.6-30)	
 	
 

	
 

	
 

◎「持続的改善」について	
 

以上述べたように、本プログラムの改善活動は、教育効果改善連絡会議および

ＦＤ委員会において持続的になされている。これらのことから、評点５と判断し

た。	
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７．分野別要件	
 

	
 

農学系一般関連分野では修得すべき知識・能力として以下の４つを挙げている。	
 

	
 

（１）基礎能力：生命科学、生物環境科学、生物生産科学、生物資源科学の関連

分野の取得によって得られる理論的知識	
 

（２）実験または調査を計画・遂行し、データを正確に解析・考察し、かつ説明

する能力	
 

（３）専門的な知識および技術を駆使して、課題を探求し、組み立て、解決する

能力	
 

（４）技術者が経験する実務上の問題点と課題を理解し、適切に対応する能力と

判断力	
 

	
 

本プログラムの認定審査を希望する農学一般の分野別要件（１）— （４）に関

しては、学習・教育目標とその設定の意図を p.12-15（基準１）に、学習保証時間

を p.25-27（基準２）に、カリキュラムの設計を p.	
 35-39（基準３）に、科目ご

との目標に対する達成度評価を p.	
 63-64（基準５）に、教育目標に対する達成度

の総合的評価方法の基準評価を p.	
 67-70（基準５）に、修了生（４年次学生）全

員のすべての学習・教育目標の達成を p.	
 70-73（基準５）に記載している。これ

らによって分野別要件が JABEE の認定基準を満たしていることを明示した。	
 

	
 

引用・裏付資料名	
 

7.1	
 分野別要件の各項目と説明箇所一覧表	
 (p.	
 7-1)	
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